
理

価
　中止 　中止
・簡易

係

健康度評価　中止 ・簡

3

易健康度評価
　いきい

1

きクラブ連合会及び各

3

単位クラブへ補助金を交付し、活動を支援することで、自主的に様々な活動を企画運営す

成果
ることができ、会員の生きがいと健康づくりを推進することができた。

　高齢者を対象としたスポーツ大会の開催や世代間交流を図る行事等により、高齢者の生きがいと健康づくりを推進する

ことができた。

　単位クラブの会員数は年々減少しており、活動内容の見直しや加入勧奨に工夫をし、会員増を図る必要がある。

　参加者が少ない行事については、参加を呼びかける努力をするとともに、事業内容について見直す必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

活動 いきいきクラブ加入者数（人） 6,972 6,741 6,363 6,400 ―
指標
活動 いきいきクラブ加入率（％） 18.7 17.9 16.7 17.0 ―
指標

　近隣市においても、委託ではなく老人クラブ連合会の事業として補助する形で、同じような内容の事業を
他市との 実施している。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 7,278 6,075 6,001 7,449 合計 6,001,031 円
委託料 87

Ｄ

,669 円

財
　
源

特

　

定財源 1,846 1,

　

583 1,551 1,

　

711 負担金、補助及

Ｏ

び
交付金 5,913,

　

362 円

一般財源 5

　

,432 4,492 4

∧

,450 5,738

職

　

員人件費　② 6,00

　

7 3,584 3,33

実

1 3,485

総事業費

　

（①＋②） 13,28

　

5 9,659 9,33

施

2 10,934

建
設
事

　

業

全体事業費（単位：

　

千円） 0 ３年度特定財

∨

源名称

３年度までの累積事業費 0 いきいきクラブ連合会補助金
（県）

５年度以降の事業費見込 0 いきいきクラブ補助金（県）

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 福

令

祉安全

基本施策 高齢者

和

福祉
施策体系

施策の内

３

容 高齢者の社会参加・

年

生きがいづくり

目
　
　

度

　
的

　いきいきクラブ

評

活動等を通じて、高齢

価

者の

主
た
る
内
容

○いき

）

いきクラブ連合会及び

刈

単位クラブへ補
生きが

谷

いづくりと社会参加を

市

促進するととも 　助金

事

の交付
に、心と身体の

務

健康づくりを推進する

事

。 ○高齢者を対象とし

業

たスポーツ大会や世代

評

間
　交流行事等の実施

価

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

シ

市介護保険事業計画・

ー

刈谷市高齢者福祉計画

ト

根拠法令  

対象者 クラ

（

ブ会員および60歳以

様

上の高齢者 事業期間 昭

式

和５６年度 ～

実施方法

１

□直営　■委託　□指

）

定管理　■補助・助成

会

　□その他

計名 担当部 福祉健

Ｂ
　
事

康

　
業
　
実
　
績

元年度実

部

績 ２年度実績 ３年度実

一

績 ４年度計画

・いきい

般

きクラブ連合会及び ・

会

いきいきクラブ連合会

計

及び ・いきいきクラブ

高

連合会及び ・いきいき

齢

クラブ連合会及び
　単

者

位クラブ（55クラブ

の

）へ 　単位クラブ（5

生

5クラブ）へ 　単位ク

き

ラブ（54クラブ）へ

が

　単位クラブ（53ク

い

ラブ）へ
　補助金の交

と

付 　補助金の交付 　補

健

助金の交付 　補助金の

康

交付
・ゲートボール大

づ

会 ・ゲートボール大会

く

　中止 ・ゲートボール

り

大会　中止 ・ゲートボ

推

ール大会
・グラウンド

進

・ゴルフ大会 ・グラウ

事

ンド・ゴルフ大会 ・グ

業

ラウンド・ゴルフ大会

担

　 ・グラウンド・ゴル

当

フ大会
・おじいちゃん

課

とおばあちゃ 　中止 　

長

中止 ・おじいちゃんと

寿

おばあちゃ
　んと行く

課

東山動植物園 ・おじい

款

ちゃんとおばあちゃ ・

項

おじいちゃんとおばあ

目

ちゃ 　んと行く東山動

担

植物園
・簡易健康度評

当

価 　んと行く東山動植

係

物園 　んと行く東山動

管

植物園 ・簡易健康度評



係

3 1 3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　高齢

令

者が自分の住んでいる

和

地域で、仲間づくりや

４

生きが
・法的業務

高い

年

いと健康づくりができ

度

るいきいきクラブの役

（

割は重要であ
必要性 ・

令

市民ニーズ、社会需要

和

り、必要度は高い。
・

３

市民生活上必要である

年

　など

　補助金を交付

度

することにより、連合

評

会及び単位クラブの
・

価

コストの節減、費用対

）

効果
高い

活動の活性化

刈

を図ることができる。

谷

効率性 ・執行体制の効

市

率性
・手段の最適性　

事

など

　各単位クラブが

務

主体となって様々な活

事

動を行うことによ
・市

業

が主体となって実施す

評

る
高い

り、市が主体と

価

なってはできないよう

シ

な、地域の実情に合
妥

ー

当性 　べき事業である

ト

か ったきめ細かい対応

（

ができるため、市とし

様

ては補助金を交
・総合

式

計画との整合性　など

２

付して各クラブの活動

）

を支援する方法が適切

会

である。

　いきいきク

計

ラブの活動を活性化す

名

ることにより、総合計

担

施策への ・施策への貢

当

献度
高い

画の目標であ

部

る、高齢者の社会参加

福

・生きがいづくりを達

祉

・目標達成度 成するこ

健

とができる。
貢献度 ・

康

市民サービスへの効果

部

　など

今後の方向性 □

一

拡充　■現状維持　□

般

改善・効率化　□縮小

会

　□終期設定　□休止

計

・廃止

　いきいきクラ

高

ブの会員数は全国的に

齢

減少傾向にあり、特に

者

６０歳代の若年高齢者

の

の加入率が低い。これ

生

は、定年の
延長により

き

引き続き就労する方や

が

、自分なりのライフス

い

タイルを持っている方

と

が多くなっていること

健

が一因である。
　一方

康

で、更に進行する高齢

づ

化社会においては介護

く

予防や地域支援事業の

り

枠組みの中で、高齢者

推

の生きがいと健康づ
く

進

りの推進を図るための

事

主要な方法としていき

業

いきクラブ活動には大

担

きな期待が寄せられて

当

いるため、いきいきク

課

ラ
ブ連合会及び単位ク

長

ラブにおいて、会員の

寿

増加を目指してより魅

課

力的な活動内容を検討

款

する。

項 目 担

Ｃ
 

当

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

係

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

管理



 63人　　 　　個人　 3回 　75人　
　アップ講座 　アップ講座 ・認知症サポーターステップ ・認知症サポーターステップ
　　　　　 1回　 38人 　　　　　 1回　 27人 　アップ講座 　アップ講座
・窓口及び施設におけるパン ・窓口及び施設におけるパン 　　　　　 1回　 46人 　　　　　 1回　 70人
　フレット等の配布 　フレット等の配布 ・窓口及び施設におけるパン ・窓口及び施設におけるパン

　フレット等の配布 　フレット等の配布
　専門家による講演、演習により、家庭介護に必要な基本的な知識、技術を身につける機会を提供できた。　

成果
　地域包括支援センターの協力により、地道な広報活動を続けてきた結果、各種団体や民間企業など、様々な方面から受

講希望が集まるようになった。また、平成24年度から小学校及び中学校でのサポーター養成講座の開催を働きかけ、子ど

ものうちから認知症に対する理解を深める機会を設けることができた。

　コロナウイルス感染症拡大防止のため、家庭介護教室について予定どおりの講座数を開催できなかった。

　認知症高齢者は増加しており、その家族や地域等への周知や予防啓発は重要であるため、より一層の周知啓発が必要で
課題

ある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

元年度 ２年度 ３

Ｄ

年度 ４年度 ６年度

活動

　

認知症サポーター養成

　

講座受講者累計数（人

　

） 9,656 10,1

Ｏ

09 10,629 11

　

,500 12,000　
指標
活動 家庭介護教室

∧
参加者数（人） 71 3

　
7 44 50 50

指標
　

　

他市においても、愛知
実

県市町村振興協会の同　 事業を活用して、同様

　

の研修会を実施してい

施

る。
他市との
比較検証

　
　
∨

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 163 83 229 623 合計 228,975 円
報償費 22,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 需用費 158,790 円
使用料及び賃借料 48,185 円

一般財源 163 83 229 623

職員人件費　② 2,542 2,539 2,574 1,970

総事業費（①＋②） 2,705 2,622 2,803 2,593

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

令和

Ｐ
　
　

４

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

福祉安全

基本施策 高齢

令

者福祉
施策体系

施策の

和

内容 高齢者の社会参加

３

・生きがいづくり

目
　

年

　
　
的

　家庭介護や認

度

知症についての正しい

評

知識を

主
た
る
内
容

○家

価

庭介護教室の開催
学ぶ

）

機会を提供し、要介護

刈

者や認知症高齢者 ○認

谷

知症サポーター養成講

市

座及び認知症サポ
が安

事

心して暮らすことがで

務

きる家庭、地域づ 　ー

事

ターステップアップ講

業

座の開催
くりを推進す

評

る。 　認知症を正しく

価

理解し、偏見を持たず

シ

、認
　知症の人や家族

ー

に対して温かい目で見

ト

守る
　「認知症サポー

（

ター」を養成する。ま

様

た、
　ステップアップ

式

講座により、地域で自

１

主的
　に活動できるサ

）

ポーターを育成する。

会

○認知症に関するパン

計

フレットの作成
　民生

名

委員や地域包括支援セ

担

ンター等を通じ
　て啓

当

発を行う。

位
置
づ
け

関

部

連計画 刈谷市介護保険

福

事業計画・刈谷市高齢

祉

者福祉計画

根拠法令  

健

対象者 市民 事業期間 平

康

成１９年度 ～

実施方法

部

■直営　□委託　□指

一

定管理　□補助・助成

般

　□その他

会計
地域介護等推

Ｂ
　
事

進

　
業
　
実
　
績

元年度実

事

績 ２年度実績 ３年度実

業

績 ４年度計画

・家庭介

担

護教室の開催 ・家庭介

当

護教室の開催 ・家庭介

課

護教室の開催 ・家庭介

長

護教室の開催
　　年3

寿

回、延べ4日間 　　年

課

3回、延べ3日間 　　

款

年3回、延べ4日間 　

項

　年3回、延べ4日間

目

・認知症サポーター養

担

成講座 ・認知症サポー

当

ター養成講座 ・認知症

係

サポーター養成講座 ・

管

認知症サポーター養成

理

講座
　　団体　19回

係

　841人 　　団体　

3

10回　453人   

1

　団体　12回　45

3

7人 　　団体　24回　796人
・認知症サポーターステップ ・認知症サポーターステップ 　　個人　 3回　



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　家庭における介護や認知

令

症に関する正しい知識

和

を身に付
・法的業務

高

４

い
ける機会を提供し、

年

要介護者や認知症高齢

度

者が安心して生
必要性

（

・市民ニーズ、社会需

令

要 活できる家庭や地域

和

づくりを推進すること

３

は必要である。
・市民

年

生活上必要である　な

度

ど

　様々な分野の専門

評

職による実践的な講義

価

や演習は効果的
・コス

）

トの節減、費用対効果

刈

高い
である。

効率性 ・

谷

執行体制の効率性
・手

市

段の最適性　など

　要

事

介護者や認知症高齢者

務

等を介護する家族に対

事

して、介
・市が主体と

業

なって実施する
高い

護

評

方法や認知症に関する

価

知識を身に付けるため

シ

の場を提供
妥当性 　べ

ー

き事業であるか するこ

ト

とは、市が主体となっ

（

て実施するべき施策と

様

して総
・総合計画との

式

整合性　など 合計画に

２

も位置付けられている

）

。

　介護や認知症に関

会

して正しい知識を身に

計

付けることは、

施策へ

名

の ・施策への貢献度
高

担

い
介護予防の増進にも

当

つながる。
・目標達成

部

度
貢献度 ・市民サービ

福

スへの効果　など

今後

祉

の方向性 ■拡充　□現

健

状維持　□改善・効率

康

化　□縮小　□終期設

部

定　□休止・廃止

　認

一

知症サポーター養成講

般

座の既受講者を対象と

会

して、より詳細で実用

計

的な知識や技能を習得

地

することを目的とした

域

ステップアップ講座を

介

開催することにより、

護

認知症高齢者に対する

等

支援体制を充実させる

推

。

進事業

Ｃ
 
　
Ｈ

担

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

当

　
∧
　
評
　
価
　
∨

課 長寿課

款 項 目 担当係 管理係

3 1 3



3

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 79 342 合計 79,200 円
需用費 79,200 円

財
　
源

特定財源 0 0 59 256

一般財源 0 0 20 86

職員人件費　② 0 0 76 76

総事業費（①＋②） 0 0 155 418

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 介護普及啓発事業費補助金（
県）

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安全

基

令

本施策 高齢者福祉
施策

和

体系
施策の内容 介護サ

３

ービスの充実

目
　
　
　

年

的

　介護に関する理解

度

を深めることで、介護

評

職

主
た
る
内
容

　刈谷わ

価

んさか祭り等のイベン

）

トに出展し、
への関心

刈

を喚起し、介護人材の

谷

参入促進を図 介護や介

市

護の仕事の魅力に関す

事

る情報発信や
る。 周知

務

活動を行う。

位
置
づ
け

事

関連計画 刈谷市介護保

業

険事業計画・刈谷市高

評

齢者福祉計画

根拠法令

価

愛知県地域医療介護総

シ

合確保基金事業（介護

ー

従事者確保分）補助金

ト

交付要綱

対象者 対象者

（

を限定せず 事業期間 令

様

和３年度 ～ 令和４年度

式

実施方法 ■直営　□委

１

託　□指定管理　□補

）

助・助成　□その他

会計名 担当部 福祉健

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

康

元年度実績 ２年度実績

部

３年度実績 ４年度計画

一

　 　 ・イベント出展　

般

中止 ・イベント出展
　

会

　 ・介護職啓発物品の

計

配布 　　刈谷わんさか

介

祭り
　 　 　　福祉健康

護

フェスティバル
　 　 ・

職

介護職啓発物品の配布

の

　　　―――――――

魅

　　　―――――――

力

　感染症予防対策のた

向

め各種イベントが中止

上

される中、スポーツリ

事

ーグの会場を活用し、

業

介護職の魅力向上のた

担

めの情報

成果
発信や周

当

知活動を実施したこと

課

により、介護人材の参

長

入促進と将来における

寿

安定的な介護サービス

課

の提供に向けた支援を

款

行った。

　感染症予防

項

対策のため各種イベン

目

トが中止されたため、

担

情報発信や周知活動が

当

予定通り実施できなか

係

った。

課題

指標名称（

介

単位）
実績値 目標値

元

護

年度 ２年度 ３年度 ４年

保

度 ６年度

活動 イベント

険

出展回数（回） ― ― 0

企

2
指標
活動
指標

他市と

画

の
比較検証

係

3 1



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　介護保険制度

令

施行後、要介護（要支

和

援）認定者数の増加
・

４

法的業務
高い

とともに

年

サービス量も増加して

度

いることから、介護人

（

材の
必要性 ・市民ニー

令

ズ、社会需要 確保は喫

和

緊の課題となっている

３

。労働力人口は減少し

年

てお
・市民生活上必要

度

である　など り、人材

評

の確保は厳しい状況が

価

続いている。

　愛知県

）

地域医療介護総合確保

刈

基金事業（介護従事者

谷

確保
・コストの節減、

市

費用対効果
普通

分）補

事

助金交付要綱に基づく

務

、補助対象事業である

事

。
効率性 ・執行体制の

業

効率性
・手段の最適性

評

　など

　地域住民等に

価

対して、介護や介護の

シ

仕事の魅力・やりが
・

ー

市が主体となって実施

ト

する
高い

いを普及啓発

（

し、介護に関する理解

様

を深めることにより、

式

妥当性 　べき事業であ

２

るか 参入促進を図るこ

）

とを目的とした事業で

会

あり、市が主体と
・総

計

合計画との整合性　な

名

ど なって実施すべきも

担

のである。

　介護職へ

当

の関心を喚起し、イメ

部

ージアップ等を通じて

福

介

施策への ・施策への

祉

貢献度
普通

護人材の確

健

保を図ることで、将来

康

における安定的なサー

部

ビ
・目標達成度 ス提供

一

に向けた支援を行うこ

般

とができる。
貢献度 ・

会

市民サービスへの効果

計

　など

今後の方向性 □

介

拡充　■現状維持　□

護

改善・効率化　□縮小

職

　□終期設定　□休止

の

・廃止

　高齢化の進行

魅

に伴い、介護人材の確

力

保・育成・定着は急務

向

であり、今後も介護職

上

に対するニーズは高ま

事

ることが予
測されるた

業

め、継続して事業を実

担

施し、介護職への関心

当

を喚起するとともに、

課

入職者のすそ野を広げ

長

、人材の参入促
進を図

寿

る。

課

款 項

Ｃ
 
　

目

Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ

担

 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

当係 介護保険企画係

3 1 3



係

に繋げることができた

3

。

　新型コロナウイル

1

ス感染拡大の影響に伴

3

う研修の受講控え等により、目標利用者数を下回ることとなった。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

活動 制度利用者数（人） ― ― 22 45
指標
活動
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 668 1,571 合計 667,990 円
委託料 484,440 円

財
　
源

特定財源 0 0 500 990 使用料及び賃借料 41,550 円
負担金、補助及び

一般財源 0 0 168 581 交付金 142,000 円

職員人件費　② 0 0 76 76

総事業費（①＋②） 0 0 744 1,647

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 介護普及啓発事業費補助金（
県）

５年度以降の事業費見込 0 介護人材資質向上事業費補助
金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 福祉

令

安全

基本施策 高齢者福

和

祉
施策体系

施策の内容

３

介護サービスの充実

目

年

　
　
　
的

　介護人材の

度

確保・育成・定着の取

評

組を促進

主
た
る
内
容

○

価

介護に関する入門的研

）

修を実施する。
するこ

刈

とで、本市の安定的な

谷

介護保険制度の ○介護

市

職員初任者研修の資格

事

取得及び主任介
運営を

務

図る。 　護支援専門員

事

の資格取得・更新に必

業

要な研
　修に係る費用

評

に対して、補助金を交

価

付する｡

位
置
づ
け

関連

シ

計画 刈谷市介護保険事

ー

業計画・刈谷市高齢者

ト

福祉計画

根拠法令 主任

（

介護支援専門員研修費

様

補助金交付要綱、介護

式

職員初任者研修費補助

１

金交付要綱

対象者 刈谷

）

市在住、在勤、在学の

会

方　他 事業期間 令和３

計

年度 ～ 令和４年度

実施

名

方法 ■直営　□委託　

担

□指定管理　■補助・

当

助成　□その他

部 福祉健康部

一般

Ｂ

会

　
事
　
業
　
実
　
績

元年

計

度実績 ２年度実績 ３年

介

度実績 ４年度計画

　 　

護

・介護に関する入門的

人

研修参 ・介護に関する

材

入門的研修参
　 　 　加

確

者　　　　　　　　1

保

7人 　加者　　　　　

・

　　　20人
　 　 ・介

育

護職員初任者研修の資

成

格 ・介護職員初任者研

支

修の資格
　 　 　に対す

援

る補助　　　　 0件

事

　に対する補助　　　

業

　15件
　　　―――

担

―――― 　　　―――

当

―――― ・主任介護支

課

援専門員研修の ・主任

長

介護支援専門員研修の

寿

　資格に対する補助 

課

  　5件 　資格に対

款

する補助　  10件

項

　新たに更新研修を補

目

助対象に加え、制度の

担

充実を図り、より一層

当

の活用に向けた周知を

係

行った。また、入門的

介

研修を実

成果
施するこ

護

とで、介護職への関心

保

を喚起し、介護人材の

険

確保・育成・定着に向

企

けた取組支援と介護保

画

険制度の安定的な運営



3 1 3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　介護保

令

険制度施行後、要介護

和

（要支援）認定者数の

４

増加
・法的業務

高い
と

年

ともにサービス量も増

度

加していることから、

（

介護人材の
必要性 ・市

令

民ニーズ、社会需要 確

和

保やより専門性の高い

３

介護人材の育成が喫緊

年

の課題とな
・市民生活

度

上必要である　など っ

評

ている。

　愛知県地域

価

医療介護総合確保基金

）

事業（介護従事者確保

刈

・コストの節減、費用

谷

対効果
普通

分）補助金

市

交付要綱に基づく、補

事

助対象事業である。
効

務

率性 ・執行体制の効率

事

性
・手段の最適性　な

業

ど

　新たな介護人材の

評

確保、介護職員の離職

価

率の低減及び資
・市が

シ

主体となって実施する

ー

高い
質の向上を促進す

ト

ることを目的とした事

（

業であり、安定的
妥当

様

性 　べき事業であるか

式

な介護保険制度の運営

２

を図るため、市が主体

）

となって実施
・総合計

会

画との整合性　など す

計

べきものである。

　新

名

たな介護人材の確保、

担

介護職員の離職率の低

当

減及び資

施策への ・施

部

策への貢献度
高い

質の

福

向上は、安定的な介護

祉

保険制度の運営と介護

健

サービス
・目標達成度

康

の充実に繋るものであ

部

る。
貢献度 ・市民サー

一

ビスへの効果　など

今

般

後の方向性 □拡充　■

会

現状維持　□改善・効

計

率化　□縮小　□終期

介

設定　□休止・廃止

　

護

高齢化の進行に伴い、

人

介護人材の確保・育成

材

・定着は急務であり、

確

今後も介護職に対する

保

ニーズは高まることが

・

予
測されるため、継続

育

して事業を実施し、介

成

護職への関心を喚起す

支

るとともに、入職者の

援

すそ野を広げ、人材の

事

参入促
進と資質の向上

業

、育成支援を図る。

担当課 長

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

寿

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

課

　
評
　
価
　
∨

款 項 目 担当係 介護保険企画係



具転倒防止器具　　4世帯・家具転倒防止器具　  7世帯
・布団乾燥等　　　　　121人・布団乾燥等　　　　　108人・布団乾燥等　　　　 　90人・布団乾燥等　　　　  155人
・友愛訪問　　　　　　　6人・友愛訪問　　　　　　　8人・友愛訪問　　　　　  　3人・友愛訪問　　　　　   10人

　ひとり暮らし高齢者や高齢者のみ世帯等が安全に安心して生活できるよう、日常生活の支援となる各種福祉サービスを

成果
提供し、福祉の増進を図ることができた。

　高齢化の進行に伴い、ひとり暮らし高齢者の増加が見込まれるため、より一層の周知啓発が必要である。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

活動 携帯型緊急通報機器・固定型緊急通報システム利用 534 544 566 588 610
指標 者数（人）
活動 布団乾燥等利用者数（人） 121 108 90 155 160
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 18,406 18,173 19,307 24,745 合計 19,306,561 円
報償費 23,25

Ｄ

0 円

財
　
源

特定財源

　

91 78 72 117 委

　

託料 18,516,9

　

96 円
使用料及び賃

Ｏ

借料 249,638 

　

円

一般財源 18,31

　

5 18,095 19,

∧

235 24,628 扶

　

助費 516,677 

　

円

職員人件費　② 5,

実

006 5,152 5,

　

224 5,378

総事

　

業費（①＋②） 23,

施

412 23,325 2

　

4,531 30,12

　

3

建
設
事
業

全体事業費

∨

（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 在宅福祉事業一部負担金

５年度以降の事業費見込 0

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 福祉安全

基本

令

施策 高齢者福祉
施策体

和

系
施策の内容 高齢者世

３

帯への生活支援

目
　
　

年

　
的

　ひとり暮らし高

度

齢者や高齢者のみ世帯

評

の日

主
た
る
内
容

○携帯

価

型緊急通報機器の貸与

）

常生活を支援し、福祉

刈

の増進を図る。 ○固定

谷

型緊急通報システムの

市

設置
○声の訪問の実施

事

○日常生活用具の給付

務

○家具転倒防止器具の

事

取付
○布団乾燥等の実

業

施
○友愛訪問の実施

位

評

置
づ
け

関連計画 刈谷市

価

介護保険事業計画・刈

シ

谷市高齢者福祉計画

根

ー

拠法令 刈谷市在宅高齢

ト

者見守り安心事業実施

（

要綱、刈谷市緊急通報

様

システム設置事業実施

式

要綱　他

対象者 ※主た

１

る内容に記載 事業期間

）

昭和６０年度 ～

実施方

会

法 ■直営　■委託　□

計

指定管理　■補助・助

名

成　□その他

担当部 福祉健康部

Ｂ
　

一

事
　
業
　
実
　
績

元年度

般

実績 ２年度実績 ３年度

会

実績 ４年度計画

・固定

計

型緊急通報システム　

高

・固定型緊急通報シス

齢

テム　 ・固定型緊急通

者

報システム ・携帯型緊

日

急通報機器　533人

常

　　　　　　　　　　

生

　534人　　　　　

活

　　　　　　544人

支

　　　　　　　　　　

援

　566人・固定型緊

事

急通報システム　
・声

業

の訪問　　　　　 　

担

54人・声の訪問　　

当

　　　 　39人・声

課

の訪問　　　　　 　

長

43人　　　　　　　

寿

　　　   55人
・

課

福祉電話　　　　　　

款

 19人・福祉電話　

項

　　　　 　11人・

目

福祉電話　　　　　 

担

　11人・声の訪問　

当

　　　     50

係

人
・日常生活用具　　

高

　　　5人・日常生活

齢

用具　　　　　5人・

福

日常生活用具　　　 

祉

　15人・日常生活用

係

具　　　   36人

3

・家具転倒防止器具　

1

　4世帯・家具転倒防

3

止器具　　2世帯・家



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　高齢者のひとり

令

暮らしや高齢者のみの

和

世帯は、急病や事
・法

４

的業務
高い

故等の緊急

年

時に不安を抱えている

度

方が多く、見守りや事

（

故
必要性 ・市民ニーズ

令

、社会需要 防止につな

和

がる生活支援や緊急通

３

報システムはニーズが

年

高
・市民生活上必要で

度

ある　など い。令和４

評

年度は携帯型緊急通報

価

機器を導入し更に高齢

）

者
の見守り支援の強化

刈

を図る。
　火気取扱い

谷

や布団乾燥など、高齢

市

者では扱いが難しい動

事

・コストの節減、費用

務

対効果
普通

作について

事

、事故の無いようにフ

業

ォローできる事業であ

評

る
効率性 ・執行体制の

価

効率性 が、利用のきっ

シ

かけがケアマネや民生

ー

委員、包括支援セン
・

ト

手段の最適性　など タ

（

ー等職員の勧めである

様

ことが多く、他者の客

式

観的介入が
必要と思わ

２

れる。
　高齢者が住み

）

慣れた地域で長く在宅

会

で生活するため、サ
・

計

市が主体となって実施

名

する
高い

ービスの充実

担

を図り市が実施すべき

当

事業である。
妥当性 　

部

べき事業であるか
・総

福

合計画との整合性　な

祉

ど

　刈谷市高齢者福祉

健

計画に基づき、高齢者

康

が住みなれた地

施策へ

部

の ・施策への貢献度
高

一

い
域や家庭で生活を営

般

めるよう、在宅生活を

会

支援するための
・目標

計

達成度 事業として実施

高

している。
貢献度 ・市

齢

民サービスへの効果　

者

など

今後の方向性 □拡

日

充　■現状維持　□改

常

善・効率化　□縮小　

生

□終期設定　□休止・

活

廃止

　高齢化の進行に

支

ともない、今後ますま

援

すニーズは高まると予

事

測されるため、継続し

業

て事業を実施する。

担当課 長

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

寿

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

課

　
評
　
価
　
∨

款 項 目 担当係 高齢福祉係

3 1 3



数　　　　 519人
　入所者を新たに助成対象と
　した。
・介護タクシー料金助成利用
　券交付人数　　　　 398人
※タクシー利用券を使用でき
　る目的地の制限を廃止した｡

　タクシー料金助成利用券の交付により、外出が必要であってもその手段がない状況の解消を図ることができた。

成果

　高齢化の進行に伴い交付人数の増加を見込んだが、高齢化率に比例して交付人数は増えていないため、高齢者の問題と

して移動が困難な事があげられる中、より一層の周知に努め、助成に繋がるようにする必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

活動 高齢者タクシー料金助成利用券利用率（％） 64.7 58.6 57.3 60.0 60.0
指標
活動 介護タクシー料金助成利用券利用率 32.9 31.0 31.5 35.0 35.0
指標 （％）

　県内約半数の市で同様の事業を実施している。
他市との 　1回の乗車につき1枚の利用に制限している市が多い。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 13,8

Ｄ

09 12,843 16

　

,746 20,628

　

合計 16,745,7

　

60 円
需用費 650

Ｏ

,100 円

財
　
源

特

　

定財源 0 0 0 0 役務費

　

172,000 円
扶

∧

助費 15,923,6

　

60 円

一般財源 13

　

,809 12,843

実

16,746 20,6

　

28

職員人件費　② 2

　

,388 1,568 1

施

,590 1,742

総

　

事業費（①＋②） 16

　

,197 14,411

∨

18,336 22,370

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

令和

Ｐ

４

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

令

高齢者福祉
施策体系

施

和

策の内容 高齢者世帯へ

３

の生活支援

目
　
　
　
的

年

　高齢者に対し、タク

度

シー料金の一部を助成

評

主
た
る
内
容

○高齢者タ

価

クシー
することにより

）

、外出及び医療機関へ

刈

の通院 　要支援2以上

谷

、かつ、市民税非課税

市

世帯の65
等を支援し

事

、福祉の増進を図る。

務

　歳以上の高齢者に対

事

し、タクシー料金助成

業

　利用券（上限780

評

円）を一月当たり3枚

価

交付
　する。
○介護タ

シ

クシー
　要介護1以上

ー

、かつ、特殊車両の必

ト

要な65歳
　以上の高

（

齢者に対し、車椅子昇

様

降機付き車
　両又は寝

式

台付車両のタクシー料

１

金助成利用
　券（上限

）

4,270円）を一月

会

当たり3枚交付す
　る

計

。

位
置
づ
け

関連計画 刈

名

谷市介護保険事業計画

担

・刈谷市高齢者福祉計

当

画

根拠法令 刈谷市高齢

部

者タクシー料金助成事

福

業実施要綱、刈谷市介

祉

護タクシー料金助成事

健

業実施要綱

対象者 ※主

康

たる内容に記載 事業期

部

間 平成１４年度 ～

実施

一

方法 ■直営　□委託　

般

□指定管理　■補助・

会

助成　□その他

計
高齢者タクシー

Ｂ

助

　
事
　
業
　
実
　
績

元年

成

度実績 ２年度実績 ３年

事

度実績 ４年度計画

・高

業

齢者タクシー料金助成

担

利 ・高齢者タクシー料

当

金助成利 ・高齢者タク

課

シー料金助成利 ・高齢

長

者タクシー料金助成利

寿

　用券交付人数　　　

課

 189人 　用券交付

款

人数　　　 198人

項

　用券交付人数　　　

目

 249人 　用券交付

担

人数　　　 328人

当

・介護タクシー料金助

係

成利用 ・介護タクシー

管

料金助成利用 ※有料老

理

人ホーム及びサービ ・

係

介護タクシー料金助成

3

利用
　券交付人数　　

1

　　 333人 　券交

3

付人数　　　　 309人 　ス付き高齢者向け住宅等の 　券交付人



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　高齢者の医療機関へ

令

の通院を支援するとと

和

もに、閉じこ
・法的業

４

務
高い

もり防止、買い

年

物等生活においての移

度

動手段としても重要
必

（

要性 ・市民ニーズ、社

令

会需要 な事業である。

和

・市民生活上必要であ

３

る　など

　タクシーの

年

事業所等と連携し、高

度

齢車の移動手段の確保

評

・コストの節減、費用

価

対効果
普通

として有効

）

な事業である。
効率性

刈

・執行体制の効率性
・

谷

手段の最適性　など

　

市

総合計画において、安

事

心安全に移動できる交

務

通移動環境
・市が主体

事

となって実施する
普通

業

の形成を目指し、交通

評

弱者の移動支援の充実

価

を課題認識さ
妥当性 　

シ

べき事業であるか れて

ー

いる。
・総合計画との

ト

整合性　など

　在宅で

（

要支援２以上且つ非課

様

税世帯が対象要件のた

式

めか

施策への ・施策へ

２

の貢献度
高い

、換金率

）

が高齢者タクシーで６

会

０％、介護タクシーで

計

３０
・目標達成度 ％弱

名

と低いが、必要な人に

担

はなくてはならない制

当

度である
貢献度 ・市民

部

サービスへの効果　な

福

ど 。

今後の方向性 □拡

祉

充　□現状維持　■改

健

善・効率化　□縮小　

康

□終期設定　□休止・

部

廃止

　高齢者の移動手

一

段として継続するもの

般

の、普通タクシーと介

会

護タクシーなど車種に

計

より補助額の違いがあ

高

るため、
今後タクシー

齢

業界の業務車の動向に

者

より、補助額の検討を

タ

要す。また、総合事業

ク

が始まった事で、対象

シ

要件を要支援
２以上か

ー

ら要介護に変える事も

助

検討を要す。

成事業
担

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

当

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

課

価
　
∨

長寿課

款 項 目 担当係 管理係

3 1 3



3

支援ベッド貸与利用料 ・介護支援ベッド貸与利用料 ・介護支援ベッド貸与利用料
　　補助人数　　 　　190人 　　補助人数　　　 　187人 　　補助人数　　　　 173人 　　補助人数　　　　 213人
　　補助金額 　5,076,660円 　　補助金額 　5,581,671円 　　補助金額　 4,960,230円 　　補助金額　 6,040,000円
・住宅バリアフリー化工事費 ・住宅バリアフリー化工事費 ・住宅バリアフリー化工事費 ・住宅バリアフリー化工事費
　　補助人数　　　　 　4人 　　補助人数　　　　　33人 　　補助人数　　　　　43人 　　補助人数　　　　　53人
　　補助金額　　 321,442円 　　補助金額　 2,737,908円 　　補助金額 　3,863,154円 　　補助金額 　4,320,000円

  高齢者が住み慣れた自宅で安心して生活できる住環境が整えられた。

成果

  高齢化率の上昇に伴う補助人数及び補助額の増加に対する適切な審査と予算執行を行う必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

活動 住宅改善費補助人数（人） 156 186 156 182 182
指標
活動 住宅バリアフリー化工事費補助人数 4 33 43 53 53
指標 （人）

  住宅改善費補助は、西三河9市すべてで実施しており、補助上限額や補助対象者の抽出方法については、
他市との 市町村独

Ｄ

自の算定により事業を

　

展開している。
比較検

　

証

　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

　

ス
　
ト

単位：千円
元年

　

度 ２年度 ３年度 ４年度

施

３年度

（決算） （決算

　

） （決算） （予算） 事

　

業費内訳

事業費　① 2

∨

2,005 25,308 26,156 29,076 合計 26,155,894 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 26,155,894 円

一般財源 22,005 25,308 26,156 29,076

職員人件費　② 2,002 224 227 227

総事業費（①＋②） 24,007 25,532 26,383 29,303

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安全

基

令

本施策 高齢者福祉
施策

和

体系
施策の内容 介護サ

３

ービスの充実

目
　
　
　

年

的

  高齢者が住み慣

度

れた自宅で安心して生

評

活で

主
た
る
内
容

〇住宅

価

改善費
きるよう住宅改

）

善費等の一部を補助す

刈

ること 　要介護認定者

谷

等の住宅改善費用が介

市

護保険
により、高齢者

事

の自立支援及び介護者

務

の負担 　上限額（20

事

万円）を超えた場合に

業

、超えた
軽減を図る。

評

　費用の一部を補助す

価

る。
〇介護支援ベッド

シ

貸与利用料　　
　離床

ー

動作が困難な軽度（要

ト

支援1・2、要介
　護

（

1）の要介護認定者等

様

へ、介護支援ベッド
　

式

の貸与利用料の一部を

１

補助する。
〇住宅バリ

）

アフリー化工事費
　要

会

介護認定等を受けてい

計

ない高齢者の住宅
　バ

名

リアフリー化工事費の

担

一部を補助する。
　（

当

上限額10万円）

位
置

部

づ
け

関連計画 刈谷市介

福

護保険事業計画・刈谷

祉

市高齢者福祉計画

根拠

健

法令 刈谷市住宅改善費

康

補助金交付要綱　　刈

部

谷市高齢者住宅バリア

一

フリー化工事費補助金

般

交付要綱

対象者 ※主た

会

る内容に記載 事業期間

計

平成１２年度 ～

実施方

住

法 □直営　□委託　□

宅

指定管理　■補助・助

改

成　□その他

善費等補助事業
担

Ｂ
　

当

事
　
業
　
実
　
績

元年度

課

実績 ２年度実績 ３年度

長

実績 ４年度計画

・住宅

寿

改善費　 ・住宅改善費

課

・住宅改善費 ・住宅改

款

善費
　　補助人数　　

項

　　 156人 　　補

目

助人数　　　　 18

担

6人 　　補助人数　　

当

　　 156人 　　補

係

助人数　　　　 18

介

2人
　　補助金額　1

護

6,512,705円

認

　　補助金額　16,

定

818,342円 　　

給

補助金額　17,15

付

6,510円 　　補助

係

金額　18,480,

3

000円
・介護支援ベ

1

ッド貸与利用料 ・介護



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　住宅改善費等

令

補助は介護保険の給付

和

対象を超えた住宅改
・

４

法的業務
高い

修費に対

年

する補助であるが、高

度

齢化率及び介護保険申

（

請件
必要性 ・市民ニー

令

ズ、社会需要 数の上昇

和

にも関連し、市民ニー

３

ズは高い。
・市民生活

年

上必要である　など

　

度

住宅改善費補助では、

評

介護保険給付と市補助

価

金をまとめ
・コストの

）

節減、費用対効果
高い

刈

て申請できるようにす

谷

るなど、申請者の利便

市

性と事務の効
効率性 ・

事

執行体制の効率性 率化

務

が図られている。
・手

事

段の最適性　など

　介

業

護保険サービスに係わ

評

る事業のため、保険者

価

の市が実
・市が主体と

シ

なって実施する
高い

施

ー

すべき事業である。
妥

ト

当性 　べき事業である

（

か 　高齢者が住み慣れ

様

た地域や家庭で安心し

式

て暮らせるよう
・総合

２

計画との整合性　など

）

総合計画で介護サービ

会

スの充実を図る上で必

計

要な事業であ
る。
　自

名

宅で安心して暮らすた

担

めに必要な住環境が整

当

えられて

施策への ・施

部

策への貢献度
高い

おり

福

、介護サービスの充実

祉

に大きく貢献している

健

。
・目標達成度

貢献度

康

・市民サービスへの効

部

果　など

今後の方向性

一

□拡充　■現状維持　

般

□改善・効率化　□縮

会

小　□終期設定　□休

計

止・廃止

　住宅改善費

住

等補助は、高齢化が進

宅

む中、第5期刈谷市介

改

護保険事業計画・高齢

善

者福祉計画の重点課題

費

である地域包括
ケアシ

等

ステムの推進施策であ

補

る高齢者の住まいの整

助

備を促進するため、平

事

成25年6月より補助

業

対象改修費の上限額を

担

10
万円から20万円

当

に拡充すると同時に、

課

100％であった補助

長

率を介護保険の給付率

寿

に合わせて自己負担も

課

求め補助制度の
適正化

款

を図った。
　令和3年

項

度からの第8期刈谷市

目

介護保険事業計画・高

担

齢者福祉計画において

当

も、安心な生活環境の

係

整備として高齢者
に配

介

慮した住まいの充実を

護

掲げており、継続して

認

事業を実施していく。

定給付係

Ｃ
 
　
Ｈ
 

3

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

1

∧
　
評
　
価
　
∨

3



費　① 0 0 73,400 0 合計 73,400,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 73,400 0 交付金 73,400,000 円

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 0 0 76 0

総事業費（①＋②） 0 0 73,476 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 特別養護老人ホーム等ユニッ
ト化改修等支援事業費補助金

５年度以降の事業費見込 0 （県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

特別養護老人ホーム等ユニット化改修等支

援事業

令和４年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

度

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

（

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

令

要

総合計画
分野 福祉安

和

全

基本施策 高齢者福祉

３

施策体系
施策の内容 介

年

護サービスの充実

目
　

度

　
　
的

　介護施設の居

評

住環境の質を向上させ

価

ること

主
た
る
内
容

　特

）

別養護老人ホームにお

刈

ける多床室のプラ
で、

谷

高齢者の福祉増進・介

市

護サービスの質の イバ

事

シー保護のために必要

務

となる改修経費に
向上

事

を図る。 対して補助金

業

を交付する。

位
置
づ
け

評

関連計画 刈谷市介護保

価

険事業計画・刈谷市高

シ

齢者福祉計画

根拠法令

ー

愛知県介護施設等整備

ト

事業費補助金交付要綱

（

対象者 介護サービス事

様

業者 事業期間 令和３年

式

度 ～ 令和３年度

実施方

１

法 □直営　□委託　□

）

指定管理　■補助・助

会

成　□その他

計名 担当部 福祉健

Ｂ
　

康

事
　
業
　
実
　
績

元年度

部

実績 ２年度実績 ３年度

一

実績 ４年度計画

　 　 ・

般

補助件数　1件 　
　 　

会

　
　 　 　
　 　 　
　　　

計

――――――― 　　　

担

――――――― 　　　

当

―――――――

　介護

課

施設の居住環境の向上

長

を目的として、多床室

寿

のプライバシー保護の

課

ための改修を実施する

款

特別養護老人ホームに

項

対

成果
し、補助金を支

目

給することで経費に対

担

する支援を行い、介護

当

サービス提供体制の整

係

備を促進した。

課題

指

介

標名称（単位）
実績値

護

目標値

元年度 ２年度 ３

保

年度 ４年度 ６年度

成果

険

補助件数（件） ― 1 ―

企

―
指標
活動
指標

他市と

画

の
比較検証

係

3 1 3

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業



ユニット化改修等支

援事業

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価

令

評価の理由

　介護施設

和

における居住環境の整

４

備や改修は、施設利用

年

者
・法的業務

高い
の利

度

便性を高めとともに、

（

福祉の増進と介護サー

令

ビスの質
必要性 ・市民

和

ニーズ、社会需要 の向

３

上も図られるものであ

年

り、地域の実情に応じ

度

た介護サ
・市民生活上

評

必要である　など ービ

価

ス提供体制を整備する

）

ためにも必要なもので

刈

ある。

　愛知県介護施

谷

設等整備事業費補助金

市

交付要綱に基づく、
・

事

コストの節減、費用対

務

効果
普通

補助対象事業

事

である。
効率性 ・執行

業

体制の効率性
・手段の

評

最適性　など

　地域の

価

介護施設において、質

シ

の高いサービスを提供

ー

する
・市が主体となっ

ト

て実施する
普通

ための

（

居住環境の整備や改修

様

等を支援することによ

式

り、地
妥当性 　べき事

２

業であるか 域の実情に

）

応じた介護サービス提

会

供体制の整備促進する

計

こ
・総合計画との整合

名

性　など とを目的とし

担

ており、市が主体とな

当

って実施すべきもので

部

ある。
　改修に必要な

福

経費に対して補助金を

祉

交付することで、施

施

健

策への ・施策への貢献

康

度
高い

設の居住環境が

部

向上し、介護サービス

一

の質の向上に繋がる
・

般

目標達成度 ものである

会

。
貢献度 ・市民サービ

計

スへの効果　など

今後

担

の方向性 □拡充　□現

当

状維持　□改善・効率

課

化　□縮小　□終期設

長

定　■休止・廃止

　今

寿

後、介護施設等の整備

課

・改修状況と必要性を

款

踏まえ、愛知県の補助

項

金交付要綱と照会しつ

目

つ判断することになる

担

。

当係 介

Ｃ
 
　
Ｈ

護

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

保

　
∧
　
評
　
価
　
∨

険企画係

3 1 3

特別養護老人ホーム等



染防止対策物品を備蓄するとともに、陰圧装置の設置費補助を通じて、介護サービス事業所に対

成果
する支援を行うことができた。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

活動 簡易陰圧装置設置費補助件数（件） ― 1 1 ― ―
指標
活動
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 7,212 843 0 合計 843,029 円
需用費 194,029 円

財
　
源

特定財源 0 3,815 649 0 負担金、補助及び
交付金 649,000 円

一般財源 0 3,397 194 0

職員人件費　② 0 75 76 0

総事業費（①＋②） 0 7,287 919 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 介護施設新型コロナウイルス
感染拡大防止対策支援事業費

５年度以降の事業費見込 0 補助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

介護施設新型コロナウイルス感染拡大防止

対策支援事業

令和４年

Ｐ
　
　

度

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

（

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

令

　
概
　
要

総合計画
分野

和

福祉安全

基本施策 高齢

３

者福祉
施策体系

施策の

年

内容 介護サービスの充

度

実

目
　
　
　
的

　感染症

評

のまん延等不測の事態

価

に備え、事業

主
た
る
内

）

容

○感染症のまん延等

刈

により介護サービス事

谷

業
者に対する感染症対

市

策のための支援を行う

事

こ 　者において必要と

務

なる物品の配布や不測

事

の
とで、介護サービス

業

の継続的な提供体制を

評

確 　事態に備えた備蓄

価

品を確保する。
保する

シ

。 ○介護施設等の居室

ー

における簡易陰圧装置

ト

の
　設置に必要な経費

（

や実際に感染者が発生

様

し
　た施設の消毒に係

式

る費用に対して、補助

１

金
　を交付する。

位
置

）

づ
け

関連計画 刈谷市介

会

護保険事業計画・刈谷

計

市高齢者福祉計画

根拠

名

法令 愛知県介護施設等

担

整備事業費補助金交付

当

要綱

対象者 介護サービ

部

ス事業者 事業期間 令和

福

２年度 ～ 令和３年度

実

祉

施方法 ■直営　□委託

健

　□指定管理　■補助

康

・助成　□その他

部

一般会計 担当課 長

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

元

寿

年度実績 ２年度実績 ３

課

年度実績 ４年度計画

　

款

・感染防止対策物品の

項

配布 ・感染防止対策物

目

品の備蓄 　
　 　　消毒

担

液、使い捨て手袋、 　

当

　防護服、アイシール

係

ド、 　
　 　　非接触型

介

体温計等 　　マスク 　

護

　 ・消毒経費に対する

保

補助 ・簡易陰圧装置の

険

設置経費に 　
　　　―

企

―――――― 　　補助

画

件数　　　　5件 　対

係

する補助 　　　―――

3

――――
　　補助金額

1

　1,299千円 　　

3

補助件数　　　1件
・簡易陰圧装置の設置経費に 　　補助金額　649千円
　対する補助 ※消毒経費に対する補助は県
　　補助件数　　　　1件 　への直接申請に変更
　　補助金額　2,516千円

　不測の事態に備え、感



イルス感染拡大防止

対策支援事業

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点から

令

の評価 評価の理由

　新

和

型コロナウイルス感染

４

症における介護サービ

年

ス事業所
・法的業務

高

度

い
に対する支援であり

（

、社会的需要は非常に

令

高い。
必要性 ・市民ニ

和

ーズ、社会需要
・市民

３

生活上必要である　な

年

ど

　簡易陰圧装置、消

度

毒経費については県の

評

補助制度に基づ
・コス

価

トの節減、費用対効果

）

普通
くものである。感

刈

染対策物品の備蓄及び

谷

配布は市単独の事
効率

市

性 ・執行体制の効率性

事

業であるが、感染拡大

務

防止に直結するもので

事

あり、その必
・手段の

業

最適性　など 要性は高

評

い。

　新型コロナウイ

価

ルス感染症における介

シ

護サービスの提供
・市

ー

が主体となって実施す

ト

る
高い

継続を支援し、

（

サービス利用者へのサ

様

ービス提供の安定化
妥

式

当性 　べき事業である

２

か を図るために必要な

）

事業であるため、市が

会

主体となって実
・総合

計

計画との整合性　など

名

施すべきものである。

担

　介護サービスの提供

当

継続を支援することで

部

、利用者への

施策への

福

・施策への貢献度
普通

祉

サービス供給の安定化

健

を図る支援ができた。

康

・目標達成度
貢献度 ・

部

市民サービスへの効果

一

　など

今後の方向性 □

般

拡充　□現状維持　□

会

改善・効率化　□縮小

計

　□終期設定　■休止

担

・廃止

　まん延当初に

当

おいて、各事業者が感

課

染防止対策物品を入手

長

することは容易でなか

寿

ったことから、急を要

課

する場合の
み、マスク

款

や手袋等を備蓄品より

項

提供してきた。しかし

目

、感染防止対策物品の

担

市場への流通が回復し

当

、安定的な入手
が可能

係

となったことから、事

介

業の継続を検討した結

護

果、令和４年度から廃

保

止することとした。

険企画係

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

3

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

1

　
評
　
価
　
∨

3

介護施設新型コロナウ



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 2,640 3,348 0 合計 3,348,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 3,348,000 円

一般財源 0 2,640 3,348 0

職員人件費　② 0 75 76 0

総事業費（①＋②） 0 2,715 3,424 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

新型コロナウイルス濃厚接触者等介護サー

ビス提供継続支援事業

令和４年度

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

（

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

令

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

和

計画
分野 福祉安全

基本

３

施策 高齢者福祉
施策体

年

系
施策の内容 介護サー

度

ビスの充実

目
　
　
　
的

評

　新型コロナウイルス

価

感染症の濃厚接触者等

）

主
た
る
内
容

　濃厚接触

刈

者等になった人に、介

谷

護サービス
に特定され

市

た方に対して、必要な

事

介護サービ を継続して

務

提供した介護サービス

事

事業所に対
スが継続し

業

て提供されることを目

評

的とする。 して、濃厚

価

接触者等1人当たり1

シ

0万円の基本額
とサー

ー

ビス提供日数に応じた

ト

加算額を支援金
として

（

交付する。

位
置
づ
け

関

様

連計画 刈谷市介護保険

式

事業計画・刈谷市高齢

１

者福祉計画

根拠法令 刈

）

谷市新型コロナウイル

会

ス濃厚接触者等介護・

計

障害福祉サービス提供

名

継続支援金交付要綱

対

担

象者 介護サービス事業

当

者 事業期間 令和２年度

部

～ 令和３年度

実施方法

福

■直営　□委託　□指

祉

定管理　■補助・助成

健

　□その他

康部

一般会計 担当

Ｂ
　
事

課

　
業
　
実
　
績

元年度実

長

績 ２年度実績 ３年度実

寿

績 ４年度計画

　 ・訪問

課

系サービス事業所への

款

・訪問系サービス事業

項

所への ※高齢者施設等

目

感染症対策支
　 　補助

担

　　　　　　　　 6

当

件 　補助　　　　　　

係

　　 7件 　援事業に

介

移行
　 ・施設系サービ

護

ス事業所への
　 　補助

保

　　　　　　　　 4

険

件
　　　――――――

企

―

　介護を必要とする

画

濃厚接触者等に対して

係

、介護サービスが止ま

3

ることなく継続して提

1

供されることに対する

3

支援を行う

成果
ことができた。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

活動 補助件数（件） ― 6 11 ― ―
指標
活動
指標

他市との
比較検証



厚接触者等介護サー

ビス提供継続支援事業

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各

令

視点からの評価 評価の

和

理由

　新型コロナウイ

４

ルス感染症における介

年

護サービス事業所
・法

度

的業務
高い

に対する支

（

援であり、かつ介護サ

令

ービス利用者に対する

和

サ
必要性 ・市民ニーズ

３

、社会需要 ービス提供

年

継続の支援であるため

度

、社会的需要は非常に

評

高
・市民生活上必要で

価

ある　など い。

　新型

）

コロナウイルス感染症

刈

対策に係る経費の支援

谷

であり
・コストの節減

市

、費用対効果
普通

、他

事

市や県の補助制度等を

務

参考に補助額を設定し

事

た。
効率性 ・執行体制

業

の効率性
・手段の最適

評

性　など

　新型コロナ

価

ウイルス感染症におけ

シ

る介護サービスの提供

ー

・市が主体となって実

ト

施する
高い

継続を支援

（

し、サービス利用者へ

様

のサービス提供の安定

式

化
妥当性 　べき事業で

２

あるか を図るために必

）

要な事業であり、市が

会

主体となって実施す
・

計

総合計画との整合性　

名

など べきものである。

担

　介護を必要とする濃

当

厚接触者等に対して、

部

サービスが途

施策への

福

・施策への貢献度
高い

祉

切れることなく継続し

健

て提供するという目的

康

を達成できた
・目標達

部

成度 。
貢献度 ・市民サ

一

ービスへの効果　など

般

今後の方向性 □拡充　

会

■現状維持　□改善・

計

効率化　□縮小　□終

担

期設定　□休止・廃止

当

　今後の感染症の状況

課

を踏まえ判断すること

長

になる。

寿課

款

Ｃ

項

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

目

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

担

∨

当係 介護保険企画係

3 1 3

新型コロナウイルス濃



果
提供継続を支援することができた。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

成果 補助件数（件） ― 8 140 ― ―
指標
活動
指標

安城市、知立市において事業所の向けの補助制度を設けている。個人を対象とした補助制度は近隣では刈谷
他市との 市のみである。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 81 1,262 0 合計 1,261,500 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 1,261,500 円

一般財源 0 81 1,262 0

職員人件費　② 0 75 76 0

総事業費（①＋②） 0 156 1,338 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

介護サービス利用継続ＰＣＲ等検査費補助

事業

令和４年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

度

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

（

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

令

総合計画
分野 福祉安全

和

基本施策 高齢者福祉
施

３

策体系
施策の内容 介護

年

サービスの充実

目
　
　

度

　
的

　新型コロナウイ

評

ルス感染症の拡大防止

価

及び

主
た
る
内
容

○事業

）

者補助
必要な介護サー

刈

ビスが継続して提供さ

谷

れるこ 　介護サービス

市

事業所において感染者

事

が発生
とを目的とする

務

。 　した場合等に、行

事

政検査に該当せず事業

業

者
　負担により受検し

評

たＰＣＲ等検査の費用

価

を
　補助する。
　・補

シ

助率　2分の1
○個人

ー

補助
　同居家族が感染

ト

者となった場合等、被

（

保険
　者の利用してい

様

るサービスの利用継続

式

や新
　たなサービスを

１

受けるため受検したＰ

）

ＣＲ
　等検査の費用を

会

補助する。
　・補助率

計

　10分の10

位
置
づ

名

け

関連計画 刈谷市介護

担

保険事業計画・刈谷市

当

高齢者福祉計画

根拠法

部

令 刈谷市介護・障害福

福

祉サービス利用継続Ｐ

祉

ＣＲ等検査費補助金交

健

付要綱

対象者 介護サー

康

ビス事業者、介護サー

部

ビス利用者 事業期間 令

一

和２年度 ～ 令和３年度

般

実施方法 ■直営　□委

会

託　□指定管理　■補

計

助・助成　□その他

担当課 長寿課

款 項 目

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

担

元年度実績 ２年度実績

当

３年度実績 ４年度計画

係

　 ・事業所 ・事業所 ※

介

高齢者施設等感染症対

護

策支
　 　　補助件数　

保

　 6件 　　補助件数

険

　　　139件 　援事

企

業に移行
　 　　補助金

画

額　48千円 　　補助

係

金額　1,245千円

3

　 ・個人 ・個人
　　　

1

――――――― 　　補

3

助件数　　 2件 　　補助件数　　　  1件
　　補助金額　33千円 　　補助金額　 　17千円

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大の防止、サービス利用者の介護サービスの継続利用の支援及び事業所のサービス

成



ＰＣＲ等検査費補助

事業

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評

令

価の理由

　新型コロナ

和

ウイルス感染症におけ

４

る介護サービスの提供

年

・法的業務
高い

継続・

度

利用継続のための判断

（

に必要な検査に対する

令

補助制
必要性 ・市民ニ

和

ーズ、社会需要 度であ

３

り、市民ニーズ、社会

年

的需要は非常に高い。

度

・市民生活上必要であ

評

る　など

　事業者向け

価

と個人向けの補助制度

）

があり、補助率をそれ

刈

・コストの節減、費用

谷

対効果
普通

ぞれ設定し

市

ている。事業者向けは

事

2分の1補助とし、事

務

業所
効率性 ・執行体制

事

の効率性 に負担を求め

業

ている。また個人向け

評

については全額補助と

価

・手段の最適性　など

シ

している。

　新型コロ

ー

ナウイルス感染症にお

ト

ける介護サービスの提

（

供
・市が主体となって

様

実施する
高い

継続・利

式

用継続のための支援制

２

度であり、行政検査の

）

対象
妥当性 　べき事業

会

であるか 外となる検査

計

を補助対象とし、感染

名

拡大防止の観点から市

担

・総合計画との整合性

当

　など が主体となって

部

実施すべきものである

福

。

　介護サービス事業

祉

所の提供継続や利用者

健

のサービス利用

施策へ

康

の ・施策への貢献度
高

部

い
の継続を判断するた

一

めに必要な検査に対す

般

る補助制度であ
・目標

会

達成度 る。
貢献度 ・市

計

民サービスへの効果　

担

など

今後の方向性 □拡

当

充　■現状維持　□改

課

善・効率化　□縮小　

長

□終期設定　□休止・

寿

廃止

　今後の感染症の

課

状況を踏まえ判断する

款

ことになる。

項 目 担当

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

係

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

介

価
　
∨

護保険企画係

3 1 3

介護サービス利用継続



一般財源 122 58 58 116

職員人件費　② 385 1,643 1,665 1,742

総事業費（①＋②） 507 1,701 1,723 1,858

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 福祉安全

基本

令

施策 高齢者福祉
施策体

和

系
施策の内容 高齢者世

３

帯への生活支援

目
　
　

年

　
的

  福祉有償運送

度

の必要性、対価が適切

評

なもの

主
た
る
内
容

　協

価

議会を開催し、福祉有

）

償運送の適切な運
であ

刈

るか等について協議し

谷

、福祉有償運送の 営を

市

図る。
適切な運営を図

事

る。

位
置
づ
け

関連計画

務

 

根拠法令 刈谷市福祉

事

有償運送運営協議会設

業

置要綱

対象者 協議会委

評

員 事業期間 平成１７年

価

度 ～

実施方法 ■直営　

シ

□委託　□指定管理　

ー

□補助・助成　□その

ト

他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　
実

担

　
績

元年度実績 ２年度

当

実績 ３年度実績 ４年度

部

計画

・協議会の開催 ・

福

協議会の開催 ・協議会

祉

の開催 ・協議会を1回

健

以上開催
　開催日 1

康

1月 8日 　開催日 

部

11月 6日 　開催日

一

 11月 5日
   

般

       2月 

会

5日

　運営協議会での

計

合意に基づき道路運送

福

法第79条の登録をす

祉

ることにより、ＮＰＯ

有

による自家用自動車を

償

使用した有償運

成果
送

運

が可能となり移動制約

送

者の移送手段を確保す

運

ることができた。

 

課

営

題

指標名称（単位）
実

協

績値 目標値

元年度 ２年

議

度 ３年度 ４年度 ６年度

会

活動 協議会開催数（回

事

） 2 1 1 1 1
指標

 
指

業

標
 

他市との
比較検証

担当課 長寿課

款 項 目

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

担

　
ト

単位：千円
元年度

当

２年度 ３年度 ４年度 ３

係

年度

（決算） （決算）

管

（決算） （予算） 事業

理

費内訳

事業費　① 12

係

2 58 58 116 合計

3

57,600 円
報償

1

費 57,600 円

財

1

　
源

特定財源 0 0 0 0



3

       247,807,000円              268,902,000円
　計 　計 　計 　計
　　　　　 1,402,263,000円 　　　　　 1,497,547,000円 　　　　　 1,471,015,000円 　　　　　 1,575,870,000円

　介護保険法に規定されている介護給付費等の市負担分を一般会計から介護保険会計に繰り出すことで、介護保険会計の

成果
健全な運営を行うことができた。

 

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

活動 繰出額（千円） 1,402,263 1,497,547 1,471,015 1,575,870 ―
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,402,263 1,497,547 1,471,015 1,575,870 合計 1,471,015,000 円
繰出金 1,471,015,000 円

財
　
源

特定財源 29,481 54,007 55,308 56,896

一般財源 1,372,782 1,443,540 1,415,707 1,518,974

職員人件費

Ｄ

　② 77 75 76 76

　

総事業費（①＋②） 1

　

,402,340 1,

　

497,622 1,4

Ｏ

71,091 1,57

　

5,946

建
設
事
業

全

　

体事業費（単位：千円

∧

） 0 ３年度特定財源名

　

称

３年度までの累積事

　

業費 0 低所得者保険料

実

軽減負担金（
国・県）

　

５年度以降の事業費見

　

込 0

施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安全

基

令

本施策 高齢者福祉
施策

和

体系
施策の内容 介護サ

３

ービスの充実

目
　
　
　

年

的

　介護保険事業の円

度

滑な運営を図る。

主
た

評

る
内
容

　介護保険事業

価

に係る介護給付費、地

）

域支援
事業費、総務費

刈

の市負担分を介護保険

谷

会計に
繰り出す。

位
置

市

づ
け

関連計画 刈谷市介

事

護保険事業計画・刈谷

務

市高齢者福祉計画

根拠

事

法令 介護保険法

対象者

業

対象者を限定せず 事業

評

期間 平成１２年度 ～

実

価

施方法 □直営　□委託

シ

　□指定管理　□補助

ー

・助成　■その他

ト （様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

元

担

年度実績 ２年度実績 ３

当

年度実績 ４年度計画

介

部

護給付費分： 介護給付

福

費分： 介護給付費分：

祉

介護給付費分：
　　　

健

　　　 999,53

康

1,000円 　　　　

部

　 1,010,02

一

5,000円 　　　　

般

　 1,013,99

会

3,000円 　　　　

計

　 1,060,89

介

9,000円
地域支援

護

事業費分： 地域支援事

保

業費分： 地域支援事業

険

費分： 地域支援事業費

会

分：
　　　　　　 1

計

30,327,000

繰

円 　　　　　　 16

出

7,696,000円

事

　　　　　　 135

業

,003,000円 　

担

　　　　　 170,

当

207,000円
低所

課

得者保険料軽減分： 低

長

所得者保険料軽減分：

寿

低所得者保険料軽減分

課

： 低所得者保険料軽減

款

分：
　　　　　　　4

項

0,619,000円

目

　　　　　　　72,

担

274,000円 　　

当

　　　　　74,21

係

2,000円 　　　　

介

　　　75,862,

護

000円
総務費分： 総

保

務費分： 総務費分： 総

険

務費分：
      

企

       231

画

,786,000円  

係

          

3

  247,552,

1

000円       



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 25,098 19,075 21,029 31,223 合計 21,028,685 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 21,028,685 円

一般財源 25,098 19,075 21,029 31,223

職員人件費　② 308 299 454 530

総事業費（①＋②） 25,406 19,374 21,483 31,753

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　

４

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

福祉安全

基本施策 高齢

令

者福祉
施策体系

施策の

和

内容 高齢者の社会参加

３

・生きがいづくり

目
　

年

　
　
的

　公益社団法人

度

刈谷市シルバー人材セ

評

ンター

主
た
る
内
容

　刈

価

谷市シルバー人材セン

）

ターに、補助金を
が実

刈

施する、定年退職者等

谷

に対する就業機会 交付

市

する。
の確保を始めと

事

する諸活動を支援する

務

。

位
置
づ
け

関連計画 刈

事

谷市介護保険事業計画

業

・刈谷市高齢者福祉計

評

画

根拠法令 高年齢者等

価

の雇用の安定等に関す

シ

る法律

対象者 刈谷市シ

ー

ルバー人材センター 事

ト

業期間 昭和５４年度 ～

（

実施方法 □直営　□委

様

託　□指定管理　■補

式

助・助成　□その他

１）

会計名 担当部 福

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

祉

元年度実績 ２年度実績

健

３年度実績 ４年度計画

康

・補助金の交付 ・補助

部

金の交付 ・補助金の交

一

付 ・補助金の交付

　シ

般

ルバー人材センターの

会

円滑な運営を支援し、

計

高齢者の能力活用及び

高

生きがいづくりを図る

齢

ことができた。

成果

　

者

経済情勢の変化にとも

能

ない、企業等からの発

力

注が減少傾向にあり、

活

新たな就業先の確保が

用

必要である。

課題

指標

事

名称（単位）
実績値 目

業

標値

元年度 ２年度 ３年

担

度 ４年度 ６年度

活動 シ

当

ルバー人材センター会

課

員数（人） 504 52

長

1 528 534 ―
指標

寿

 
指標

近隣市の会員数

課

（年度末時点）
他市と

款

の 令和 3年度　碧南

項

市　480人、安城市

目

　1,096人、知立

担

市　435人、高浜市

当

　424人
比較検証 令

係

和 2年度　碧南市　

管

458人、安城市　1

理

,083人、知立市　

係

428人、高浜市　4

3

24人
会員数としては

1

ほぼ横這いの市が多い

3

。



内訳

事業費　① 3,274 3,192 3,176 3,168 合計 3,175,842 円
需用費 10,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 40,000 円
委託料 3,080,842 円

一般財源 3,274 3,192 3,176 3,168 備品購入費 45,000 円

職員人件費　② 2,156 971 984 985

総事業費（①＋②） 5,430 4,163 4,160 4,153

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 福祉安全

基本

令

施策 高齢者福祉
施策体

和

系
施策の内容 高齢者の

３

社会参加・生きがいづ

年

くり

目
　
　
　
的

　地域

度

の高齢者の交流の場で

評

ある老人いこい

主
た
る

価

内
容

　老人いこいの場

）

の運営を各管理者に委

刈

託す
の場を設置・運営

谷

することにより、高齢

市

者の る。
生きがいと健

事

康づくりを支援する。

務

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

事

市介護保険事業計画・

業

刈谷市高齢者福祉計画

評

根拠法令 刈谷市老人い

価

こいの場設置運営要綱

シ

対象者 60歳以上の高

ー

齢者 事業期間 昭和４８

ト

年度 ～

実施方法 □直営

（

　■委託　□指定管理

様

　□補助・助成　□そ

式

の他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　

福

実
　
績

元年度実績 ２年

祉

度実績 ３年度実績 ４年

健

度計画

・いこいの場開

康

設(34か所) ・いこ

部

いの場開設(34か所

一

) ・いこいの場開設(

般

33か所) ・いこいの

会

場開設(33か所)

　

計

老人いこいの場を開設

老

することにより、地域

人

の高齢者の交流の場を

い

提供し、相互の親睦を

こ

図るとともに、生きが

い

いと健

成果
康づくりの

の

推進を図ることができ

場

た。

課題

指標名称（単

整

位）
実績値 目標値

元年

備

度 ２年度 ３年度 ４年度

運

６年度

活動 いこいの場

営

開設日数（日） 5,4

事

04 3,029 3,6

業

27 5,500 ―
指標

担

活動 いこいの場利用者

当

数（人） 62,101

課

32,265 34,7

長

18 65,000 ―
指

寿

標

他市との
比較検証

課

款 項 目 担当係 管理

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

係

ト

単位：千円
元年度 ２

3

年度 ３年度 ４年度 ３年

1

度

（決算） （決算） （

3

決算） （予算） 事業費



Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安全

基本施

令

策 高齢者福祉
施策体系

和

施策の内容 高齢者の社

３

会参加・生きがいづく

年

り

目
　
　
　
的

　高齢者

度

スポーツ大会の出場選

評

手を激励する

主
た
る
内

価

容

　県代表として、全

）

国福祉祭等の高齢者ス

刈

ポ
とともに、高齢者ス

谷

ポーツの振興を図る。

市

ーツ大会の全国大会に

事

出場する選手に対し、

務

激励金を交付する。
　

事

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

業

市介護保険事業計画・

評

刈谷市高齢者福祉計画

価

根拠法令  

対象者 ※主

シ

たる内容に記載 事業期

ー

間 ～

実施方法 □直営　

ト

□委託　□指定管理　

（

■補助・助成　□その

様

他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実

部

　
績

元年度実績 ２年度

福

実績 ３年度実績 ４年度

祉

計画

和歌山大会：4人

健

岐阜大会：中止 岐阜大

康

会：中止 神奈川大会：

部

10人

成果

課題

指標名

一

称（単位）
実績値 目標

般

値

元年度 ２年度 ３年度

会

４年度 ６年度

成果 高齢

計

者スポーツ大会出場者

高

数（人） 4 - - 10 ―

齢

指標
 

指標
 

他市との

者

比較検証

スポーツ等奨励事

Ｃ
　
事
　
業

業

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

担

円
元年度 ２年度 ３年度

当

４年度 ３年度

（決算）

課

（決算） （決算） （予

長

算） 事業費内訳

事業費

寿

　① 40 0 0 120 合

課

計 0 円

財
　
源

特定財

款

源 0 0 0 0

一般財源 4

項

0 0 0 120

職員人件

目

費　② 1,078 89

担

6 908 985

総事業

当

費（①＋②） 1,11

係

8 896 908 1,1

管

05

建
設
事
業

全体事業

理

費（単位：千円） 0 ３

係

年度特定財源名称

３年

3

度までの累積事業費 0

1

５年度以降の事業費見

3

込 0



00円）
　　　　　　　　　　　 45人　　　　　　　　　　　 56人

　多年に渡り社会の発展に尽くしてきた高齢者を敬愛し、長寿を祝うとともに、各地区等への健康・長寿に対する啓発を

成果
行うことができた。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

活動 記念品対象者（人） 9,933 9,279 9,864 ― ―
指標
活動 敬老金対象者（人） 1,078 1,152 1,212 1,374 1,450
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 24,524 24,598 26,182 29,072 合計 26,181,729 円
報償費 19,738,640 円

財
　
源

特定財源 1 1 2 2 需用費 168,489 円
役務費 328,000 円

一般財源 24,523 24,597 26,180 29,070 負担金、補助及び
交付金 5,946,600 円

職員人件費　② 7,008 2,389 2,423 1,591

総事業費（①＋②） 3

Ｄ

1,532 26,98

　

7 28,605 30,

　

663

建
設
事
業

全体事

　

業費（単位：千円） 0

Ｏ

３年度特定財源名称

３

　

年度までの累積事業費

　

0 市町村権限移譲交付

∧

金（県）

５年度以降の

　

事業費見込 0

　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

４

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 福

（

祉安全

基本施策 高齢者

令

福祉
施策体系

施策の内

和

容 高齢者の社会参加・

３

生きがいづくり

目
　
　

年

　
的

　多年に渡り社会

度

の発展に尽くしてきた

評

高齢

主
た
る
内
容

○各地

価

区等で行われる敬老会

）

事業に対する補
者を敬

刈

愛し、長寿を祝うとと

谷

もに、各地区等 　助
へ

市

の健康・長寿に対する

事

啓発を行う。 ○対象者

務

に対する記念品及び敬

事

老金の贈呈

位
置
づ
け

関

業

連計画 刈谷市介護保険

評

事業計画・刈谷市高齢

価

者福祉計画

根拠法令 刈

シ

谷市補助金交付規則、

ー

刈谷市敬老金支給要綱

ト

、刈谷市敬老会事業補

（

助金交付要綱

対象者 ※

様

「Ｂ　事業実績」欄に

式

記載 事業期間 ～

実施方

１

法 ■直営　□委託　□

）

指定管理　■補助・助

会

成　□その他

計名 担当部 福祉健

Ｂ
　

康

事
　
業
　
実
　
績

元年度

部

実績 ２年度実績 ３年度

一

実績 ４年度計画

・記念

般

品（満79歳以上） ・

会

記念品（満80歳以上

計

） ・記念品（満80歳

敬

以上） ・敬老金
　　　

老

　　　　　　　9,9

金

33人　　　　　　　

等

　　　9,279人・

支

敬老金 　　満87歳、

給

満89歳、満98歳
・

事

敬老金 ・敬老金 　　満

業

87歳、満89歳、満

担

98歳 　　（10,0

当

00円）
　　満87歳

課

、満89歳、満98歳

長

　　満87歳、満89

寿

歳、満98歳 　　（1

課

0,000円） 　　満

款

99歳（30,000

項

円）
　　（10,00

目

0円）　　1,001

担

人　　（10,000

当

円）　　1,069人

係

　　満99歳（30,

管

000円） 　　満10

理

0歳以上（20,00

係

0円
　　満99歳（3

3

0,000円） 32

1

人　　満99歳（30

3

,000円） 27人　　満100歳以上（20,000円）
　　満100歳以上（20,000円）　　満100歳以上（20,0



高

支援センターの活用を

齢

通して、各

地域包括支

福

援センター間や関係機

祉

関との連携をより一層

係

強化していく必要があ

3

る。
課題

指標名称（単

1

位）
実績値 目標値

元年

3

度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

活動 長寿課勤務職員数 1 1 1 ー ー
指標
活動
指標

  基幹型地域包括支援センターとの連携強化を図っていく動きが他市にもみられる。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,021 3,021 3,060 0 合計 3,060,000 円
委託料 3,060,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 3,021 3,021 3,060 0

職員人件費　② 1,463 1,045 1,060 0

総事業費（①＋②） 4,484 4,066 4,120 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ

年

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

度

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

（

　
業
　
概
　
要

総合計画

令

分野 福祉安全

基本施策

和

高齢者福祉
施策体系

施

３

策の内容 高齢者世帯へ

年

の生活支援

目
　
　
　
的

度

  地域包括ケアシス

評

テム構築のため、基幹

価

型

主
た
る
内
容

  基幹

）

型地域包括支援センタ

刈

ー職員１名が市
地域包

谷

括支援センター職員が

市

行政と連携強化 役所長

事

寿課で勤務し、行政と

務

の連携強化に資
するこ

事

とで、地域ニーズに合

業

った生活支援、 する業

評

務を実施し、地域包括

価

ケアシステム構
介護予

シ

防施策形成につなげる

ー

。 築に取り組む。

位
置

ト

づ
け

関連計画

根拠法令

（

対象者 事業期間 ～

実施

様

方法 □直営　■委託　

式

□指定管理　□補助・

１

助成　□その他

）

会計名 担当部 福

Ｂ

祉

　
事
　
業
　
実
　
績

元年

健

度実績 ２年度実績 ３年

康

度実績 ４年度計画

基幹

部

型地域包括支援センタ

一

ー 基幹型地域包括支援

般

センター 基幹型地域包

会

括支援センター 　
職員

計

１名を、市役所長寿課

基

に 職員１名を、市役所

幹

長寿課に 職員１名を、

型

市役所長寿課に 　
勤務

地

させ、連携強化事業を

域

推 勤務させ、連携強化

包

事業を推 勤務させ、連

括

携強化事業を推 　
進し

支

た。 進する。 進する。

援

　
令和３年度に事業は

セ

廃止。 　　　――――

ン

―――

  基幹型地域

タ

包括支援センター職員

ー

が市役所長寿課に勤務

連

することにより、連携

携

強化につなげることに

強

よる一定の成果が

成果

化

みられた。令和４年度

事

にこれまで業務を兼務

業

していた中央地域包括

担

支援センターから基幹

当

型地域包括支援センタ

課

ーの業務

を分離し、社

長

会福祉協議会内におい

寿

て独立設置、令和５年

課

には基幹型地域包括支

款

援センターを市庁舎へ

項

移設を予定してい

る。

目

  各地域包括支援セ

担

ンターの調整、総括、

当

後方支援としての役割

係

を持つ基幹型地域包括



3

績値 目標値

元年度 ２年

1

度 ３年度 ４年度 ６年度

3

活動 推進会議の実施回数（回） ー 2 2 2 2
指標
活動
指標

県の「高齢者がいきいきと輝くまちづくり（多世代交流を通じたシニアの活躍促進）モデル事業」を受託。
他市との 受託自治体…刈谷市、蒲郡市、津島市
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 1,324 200 1,040 合計 199,512 円
報償費 115,200 円

財
　
源

特定財源 0 1,324 200 1,040 需用費 6,490 円
委託料 77,822 円

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 0 1,493 1,514 1,515

総事業費（①＋②） 0 2,817 1,714 2,555

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 高齢者がいきいきと輝くまち
づくりモデル事業委託金（県

５年度以降の事業費見込 0 ）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 福祉安

令

全

基本施策 高齢者福祉

和

施策体系
施策の内容 高

３

齢者の社会参加・生き

年

がいづくり

目
　
　
　
的

度

　高齢者がいきいきと

評

輝く社会（多世代交流

価

主
た
る
内
容

〇多世代交

）

流推進協議会の開催
を

刈

通じた地域活動）を実

谷

現するため、高齢者 〇

市

地域活動の担い手の募

事

集
に対し、子どもを対

務

象とした地域活動への

事

参 〇担い手養成研修の

業

開催
加を促すとともに

評

、担い手としての活躍

価

を推 〇体験イベントの

シ

開催
進することを目的

ー

とする。 〇地域の活動

ト

の実践

位
置
づ
け

関連計

（

画

根拠法令 高齢者がい

様

きいきと輝くまちづく

式

り（多世代交流を通じ

１

たシニアの活躍推進）

）

モデル事業実施仕様書

会

対象者 ※目的に記載 事

計

業期間 令和２年度 ～ 令

名

和４年度

実施方法 □直

担

営　■委託　□指定管

当

理　■補助・助成　□

部

その他

福祉健康部

一般会

Ｂ
　
事
　
業

計

　
実
　
績

元年度実績 ２

高

年度実績 ３年度実績 ４

齢

年度計画

　 推進協議会

者

の設置及び開催：2推

と

進協議会の開催：2回

小

推進協議会の開催：2

学

回
　 回 モデル地区での

生

イベント企画 モデル地

の

区でのイベント企画
　

交

小学生・高齢者等への

流

ニーズ 検討及び開催 検

促

討、開催及びイベント

進

開催
　 調査の実施 後の

事

評価検証
　　　―――

業

――――

　令和3年度

担

は、コロナウイルス感

当

染症拡大により、モデ

課

ル地区との協議も制限

長

されたが、コロナ禍で

寿

も開催できる内容

成果

課

を地区の有志と検討し

款

、井ケ谷地区では高齢

項

者と子どもが芋掘りを

目

テーマにした交流イベ

担

ントが開催できた。

　

当

コロナウイルス感染症

係

拡大により、イベント

高

の開催について地区役

齢

員の了解を得る事が難

福

しく、実施できないモ

祉

デル地

区もあった。
課

係

題

指標名称（単位）
実



見直しを検討する。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

活動 配食サービス利用者数（人） 405 438 451 480 500
指標 （年度末時点の登録利用者数）
活動 延べ利用食数（食） 34,303 37,166 40,312 42,000 43,000
指標

　県内全市で同様の事業を実施している。
他市との 　配食サービスの実施回数は週2回から毎日実施、昼食のみや夕食のみと内容は様々である。また、1食あた
比較検証 りの市の補助額も半額程度補助している市や、配達費のみ補助している市がある。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 17,989 18,398 19,790 22,379 合計 19,789,642 円
委託料 19,789,642 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 17,989 18,398 19,790 22,379

職員人件費　② 2,388 1,717 1,741 1,742

総事業費（①＋②） 20,377 20,115 21,531 24,121

建
設
事
業

全体事業

Ｄ

費（単位：千円） 0 ３

　

年度特定財源名称

３年

　

度までの累積事業費 0

　

５年度以降の事業費見

Ｏ

込 0

　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

４

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安全

基本施策 高

令

齢者福祉
施策体系

施策

和

の内容 高齢者世帯への

３

生活支援

目
　
　
　
的

　

年

見守りが必要で、食事

度

の支度が困難な高齢

主

評

た
る
内
容

　65歳以上

価

の高齢者のみの世帯で

）

、隣接地に
者に対し、

刈

配食サービスを提供す

谷

ることによ 扶養義務者

市

が居住せず、配食サー

事

ビスの提供
り、高齢者

務

の食の自立を支援する

事

とともに、 が必要であ

業

ると判断された人に対

評

し、週3回以
その安否

価

を確認し、もって福祉

シ

の増進を図る 内の夕食

ー

を配達し安否確認を行

ト

う。（カロリ
。 ー・塩

（

分制限等の必要の無い

様

人を対象とした
一般食

式

）
　利用者負担は、1

１

食につき300円。

位

）

置
づ
け

関連計画 刈谷市

会

介護保険事業計画・刈

計

谷市高齢者福祉計画

根

名

拠法令 刈谷市高齢者配

担

食サービス事業実施要

当

綱

対象者 ※主たる内容

部

に記載 事業期間 平成８

福

年度 ～

実施方法 □直営

祉

　■委託　□指定管理

健

　■補助・助成　□そ

康

の他

部

一般会計
配食サ

Ｂ
　
事
　
業
　

ー

実
　
績

元年度実績 ２年

ビ

度実績 ３年度実績 ４年

ス

度計画

利用者数：40

事

5人 利用者数：438

業

人 利用者数：451人

担

利用者数：480人
延

当

べ利用食数：34,3

課

03食 延べ利用食数：

長

37,166食 延べ利

寿

用食数：40,312

課

食 延べ利用食数：42

款

,000食
 

　見守り

項

の必要な高齢者世帯に

目

対し、配達にあわせて

担

安否確認を行い、利用

当

者の状況等を確認する

係

ことができた。また、

高

成果
定期的に栄養バラ

齢

ンスのとれた食事を提

福

供することにより、健

祉

康で自立した生活を送

係

ることができるよう支

3

援した。

　高齢化の進

1

行に伴い、ひとり暮ら

3

しや高齢者のみ世帯の増加が見込まれ、事業費も年々増加しているため、事業の総合

的な



59 959
指標 （人）
活動 在宅ねたきり・認知症高齢者見舞金後期受給者数 710 770 814 960 960
指標 （人）

　県内の約半数の市町村で同様の事業を実施している。
他市との 　ねたきり・認知症の日常生活自立度等で判定するほか、要介護度や世帯の所得制限（市民税等非課税）の
比較検証 条件を設けている市町村もある。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 35,953 40,450 42,181 44,592 合計 42,181,464 円
需用費 46,464 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 扶助費 42,135,000 円

一般財源 35,953 40,450 42,181 44,592

職員人件費　② 2,233 2,912 3,861 985

総事業費（①＋②） 38,186 43,362 46,

Ｄ

042 45,577

建

　

設
事
業

全体事業費（単

　

位：千円） 0 ３年度特

　

定財源名称

３年度まで

Ｏ

の累積事業費 0

５年度

　

以降の事業費見込 0

　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

在宅ねたきり・認知症高齢者見舞金支給事

業

令和４

Ｐ
　

年

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

度

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

（

業
　
概
　
要

総合計画
分

令

野 福祉安全

基本施策 高

和

齢者福祉
施策体系

施策

３

の内容 高齢者世帯への

年

生活支援

目
　
　
　
的

 

度

 在宅のねたきり又は

評

認知症の高齢者に見舞

価

主
た
る
内
容

  65歳

）

以上で在宅のねたきり

刈

又は認知症の人
金を支

谷

給することにより、当

市

該高齢者の属す に対し

事

て、月額5,000円

務

の見舞金を支給する。

事

る世帯の身体的、精神

業

的及び経済的負担を軽

評

　見舞金は、年2回（

価

9月、3月）に分け、

シ

口座
減し、福祉の増進

ー

を図る。 振込の方法に

ト

より支給する。

位
置
づ

（

け

関連計画 刈谷市介護

様

保険事業計画・刈谷市

式

高齢者福祉計画

根拠法

１

令 刈谷市在宅ねたきり

）

・認知症高齢者見舞金

会

支給要綱

対象者 ※主た

計

る内容に記載 事業期間

名

昭和４９年度 ～

実施方

担

法 ■直営　□委託　□

当

指定管理　■補助・助

部

成　□その他

福祉健康部

一般会

Ｂ
　

計

事
　
業
　
実
　
績

元年度

担

実績 ２年度実績 ３年度

当

実績 ４年度計画

・受給

課

者数 ・受給者数 ・受給

長

者数 ・受給者数
　　前

寿

期：679人 　　前期

課

：769人 　　前期：

款

828人 　　前期：9

項

59人
　　後期：71

目

0人 　　後期：770

担

人 　　後期：814人

当

　　後期：960人

　

係

老人福祉の理念に基づ

管

き、ねたきり高齢者等

理

の属する世帯の身体的

係

、精神的及び経済的負

3

担を軽減し、福祉の増

1

進を図

成果
ることがで

3

きた。

　高齢者数の増加に伴い、見舞金受給対象者の増加が見込まれるため、在宅ねたきり・認知症高齢者にならないための介

護予防策を推進することが必要である。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

活動 在宅ねたきり・認知症高齢者見舞金前期受給者数 679 769 828 9



防ぐための介護予防や自立支援の体制整備を併せて推進することも必要である。

指標名称（単位）
実績値 目標値

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

活動 在宅ねたきり・認知症高齢者おむつ費用助成利用券 552 657 698 840 840
指標 前期交付者数（人）
活動 在宅ねたきり・認知症高齢者おむつ費用助成利用券 548 686 713 840 840
指標 後期交付者数（人）

　県内のほとんどの市で同様の事業を実施している。
他市との 　おむつを現物支給する市もあるが、大半は利用券を交付しており、金額は一月あたり2,500円～7,000円と
比較検証 幅がある。また、要介護認定だけでなく、所得制限（市民税等非課税）の条件を設けている市も多い。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 15,9

Ｄ

99 15,628 18

　

,387 24,649

　

合計 18,386,8

　

15 円
報償費 36,

Ｏ

000 円

財
　
源

特定

　

財源 0 0 0 0 需用費 5

　

12,160 円
役務

∧

費 731,000 円

　

一般財源 15,999

　

15,628 18,3

実

87 24,649 扶助

　

費 17,107,65

　

5 円

職員人件費　②

施

2,542 2,315

　

1,590 1,742

　

総事業費（①＋②） 1

∨

8,541 17,94

在

3 19,977 26,

宅

391

建
設
事
業

全体事

ね

業費（単位：千円） 0

た

３年度特定財源名称

３

き

年度までの累積事業費

り

0

５年度以降の事業費

・

見込 0

認知症高齢者おむつ助成事

業

令和４

Ｐ
　

年

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

度

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

（

業
　
概
　
要

総合計画
分

令

野 福祉安全

基本施策 高

和

齢者福祉
施策体系

施策

３

の内容 高齢者世帯への

年

生活支援

目
　
　
　
的

 

度

 在宅のねたきり又は

評

認知症の高齢者に対し

価

､

主
た
る
内
容

  在宅

）

ねたきり・認知症高齢

刈

者見舞金受給者
おむつ

谷

等の購入に要する費用

市

の一部を助成す でおむ

事

つを利用している人に

務

対し、1月当たり
るこ

事

とにより、介護者の経

業

済的負担を軽減さ 3,

評

000円相当（要介護

価

4又は5で、市民税非

シ

課税
せ、福祉の増進を

ー

図る。 世帯の人は、1

ト

月あたり6,000円

（

相当）のおむ
つ費用助

様

成利用券を交付する。

式

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

１

市介護保険事業計画・

）

刈谷市高齢者福祉計画

会

根拠法令 刈谷市在宅ね

計

たきり・認知症高齢者

名

おむつ費用助成事業実

担

施要綱

対象者 在宅ねた

当

きり認知症高齢者見舞

部

金受給者 事業期間 平成

福

８年度 ～

実施方法 ■直

祉

営　□委託　□指定管

健

理　■補助・助成　□

康

その他

部

一般会計 担当課

Ｂ
　
事
　
業

長

　
実
　
績

元年度実績 ２

寿

年度実績 ３年度実績 ４

課

年度計画

・利用券交付

款

者数 ・利用券交付者数

項

・利用券交付者数 ・利

目

用券交付者数
　　前期

担

：552人 　　前期：

当

657人 　　前期：6

係

98人 　　前期：84

管

0人
　　後期：548

理

人 　　後期：686人

係

　　後期：713人 　

3

　後期：840人

　お

1

むつ等の購入に要する

3

費用の一部を助成することにより、介護者の経済的負担を軽減させ、福祉の向上を図ることが

成果
できた。

　高齢化の進行に伴い、在宅で介護を受けるねたきり・認知症高齢者の増加が見込まれるため、今後より一層の周知に努

め、在宅介護者の負担軽減につながるようにする必要がある。
課題

　また、重症化を



1

ことができた。

　シル

3

バーハウジングの供給戸数を増やすことが困難である。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

活動 シルバーハウジング部屋数（戸） 54 54 55 ー ー
指標

 
指標

　県営・市営住宅のシルバーハウジングに入居している世帯のほか、ひとり暮らしや高齢者のみ世帯に生活
他市との 援助員を派遣している市もある。
比較検証 　利用者負担は無料から月4,900円まで様々である。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 10,598 12,837 12,989 15,721 合計 12,988,832 円
委託料 12,988,832 円

財
　
源

特定財源 72 66 52 60

一般財源 10,526 12,771 12,937 15,661

職員人件費　② 924 821 833 833

総事業費（①＋②） 11,522 13,658 13,822 16,554

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 シルバーハウジング生活援助
員派遣手数料

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 福祉安全

令

基本施策 高齢者福祉
施

和

策体系
施策の内容 高齢

３

者世帯への生活支援

目

年

　
　
　
的

  シルバー

度

ハウジングに居住する

評

高齢者に対

主
た
る
内
容

価

  老人デイサービス

）

センターひまわりに生

刈

活
し、生活援助員を派

谷

遣して生活指導・相談

市

、 援助員を配置し、シ

事

ルバーハウジングに居

務

住
安否の確認、緊急時

事

の対応等のサービスを

業

提 する高齢者に対し、

評

定期的な訪問及び電話

価

に
供することにより、

シ

高齢者が自立して安全

ー

か よる安否確認を行う

ト

とともに、緊急通報シ

（

ス
つ快適な生活を営む

様

ことができるよう在宅

式

生 テムにより連絡を受

１

けた場合、すぐに駆け

）

付
活を支援する。 けて

会

適切な対処をする。な

計

お、夜間及び休日
は緊

名

急通報受報業者により

担

対応する。
　生活援助

当

員派遣手数料として、

部

月額1,000円
。
（

福

生活保護法による被保

祉

護者世帯及び入居者
の

健

市民税所得割が非課税

康

の世帯に属する場合
を

部

除く。）

位
置
づ
け

関連

一

計画 刈谷市介護保険事

般

業計画・刈谷市高齢者

会

福祉計画

根拠法令 刈谷

計

市シルバーハウジング

シ

生活援助員派遣事業実

ル

施要綱

対象者 シルバー

バ

ハウジングの入居者 事

ー

業期間 平成１０年度 ～

ハ

実施方法 □直営　■委

ウ

託　□指定管理　□補

ジ

助・助成　□その他

ング支援事業
担当課

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

長

元年度実績 ２年度実績

寿

３年度実績 ４年度計画

課

部屋数：54戸 部屋数

款

：54戸 部屋数：55

項

戸 事業の性質上、計画

目

・目標値
は未設定。

　

担

シルバーハウジングに

当

居住する高齢者に対し

係

て生活援助員を派遣し

高

、生活指導・相談、安

齢

否確認、緊急時の対応

福

等のサ

成果
ービスを提

祉

供することによって、

係

高齢者が自立して安全

3

かつ快適な生活を営む



活動 生きがい活動支援通所事業実施延日数（日） 138 115 119 140 140
指標
活動 生きがい活動支援通所事業利用延人数（人） 908 686 749 900 900
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,297 4,454 4,288 5,814 合計 4,288,079 円
委託料 4,288,079 円

財
　
源

特定財源 450 343 375 1,026

一般財源 3,847 4,111 3,913 4,788

職員人件費　② 385 1,643 1,665 1,742

総事業費（①＋②） 4,682 6,097 5,953 7,556

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 在宅福祉事業一部負担金

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安全

基本施

令

策 高齢者福祉
施策体系

和

施策の内容 高齢者の社

３

会参加・生きがいづく

年

り

目
　
　
　
的

　在宅の

度

高齢者に対し、通所に

評

よる各種サー

主
た
る
内

価

容

　おおむね65歳以

）

上で、介護保険の要支

刈

援又
ビスを提供するこ

谷

とにより、社会的孤立

市

感の は要介護認定を受

事

けていない人で、家に

務

閉じ
解消、自立的生活

事

の助長、心身機能の維

業

持向 こもりがちな高齢

評

者に対し、高齢者福祉

価

セン
上を図る。 ター及

シ

び東刈谷市民センター

ー

において、生活
支援通

ト

所サービスを提供する

（

。
○あつまりん
　ボラ

様

ンティアを活用し、通

式

所型の介護予防
サービ

１

スを行う。

位
置
づ
け

関

）

連計画 刈谷市介護保険

会

事業計画・刈谷市高齢

計

者福祉計画

根拠法令 刈

名

谷市生きがい活動支援

担

通所事業実施要領

対象

当

者 ※主たる内容に記載

部

事業期間 平成９年度 ～

福

実施方法 □直営　■委

祉

託　□指定管理　□補

健

助・助成　□その他

康部

一般会計
生きが

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

い

元年度実績 ２年度実績

活

３年度実績 ４年度計画

動

実施延日数：　138

支

日 実施延日数：　11

援

5日 実施延日数：　1

通

19日 高齢者福祉セン

所

ター：月・水
利用延人

事

数：  908人 利用

業

延人数：  686人

担

利用延人数：　749

当

人 ・金曜日開催
東刈谷

課

市民センター：火曜日

長

開催

　通所による各種

寿

のサービスを提供する

課

ことにより、社会的孤

款

立感の解消、自立的生

項

活の助長、心身機能の

目

維持向上等を

成果
図る

担

ことができた。

　高齢

当

者の閉じこもりを予防

係

し解消するためには、

管

社会参加の機会を提供

理

することが重要である

係

ため、より一層の周知

3

啓

発が必要である。
課

1

題

指標名称（単位）
実

3

績値 目標値

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度



1

制度の見直しを行った

3

。

　高齢者を取り巻く環境は日々変化しており、家族の援助を受けることが困難な高齢者に対し、必要なサービスの精査を

行い、本当に必要なサービスが提供できるように検討していく。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

活動 生活支援ハウス利用人数（人） 4 1 0 ― ―
指標

 
指標

　県内で、春日井市、碧南市、豊田市、西尾市、新城市、田原市等が同様な事業を実施。
他市との 　多くが社会福祉法人に運営を委託しており、定員は7名から20名である。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 8,780 8,780 8,780 0 合計 8,780,000 円
委託料 8,780,000 円

財
　
源

特定財源 366 93 0 0

一般財源 8,414 8,687 8,780 0

職員人件費　② 924 597 606 0

総事業費（①＋②） 9,704 9,377 9,386 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 福祉安全

令

基本施策 高齢者福祉
施

和

策体系
施策の内容 高齢

３

者世帯への生活支援

目

年

　
　
　
的

　居宅におい

度

て生活することに不安

評

がある高

主
た
る
内
容

　

価

市内に居住する60歳

）

以上の高齢者に対し、

刈

齢者に対し、一時的な

谷

住居を提供し、併せて

市

住宅改修時、家族の長

事

期入院・長期出張中又

務

必要な介護サービスの

事

利用調整をすることに

業

は病院・老人保健施設

評

などから退院・退所後

価

より、高齢者が安心し

シ

て健康で明るい生活を

ー

自宅での生活に慣れる

ト

までの間などに、6か

（

月
送れるよう支援し、

様

もって高齢者の福祉の

式

増 以内を原則として住

１

居を提供する。施設に

）

は
進を図る。 生活援助

会

員が24時間常駐し、

計

生活に関する相
談や緊

名

急時の対応に当たる。

担

　利用料（利用者の収

当

入によって決定）の他

部

、利用に伴う光熱水費

福

や入所保証金が必要と

祉

なる。

位
置
づ
け

関連計

健

画 刈谷市介護保険事業

康

計画・刈谷市高齢者福

部

祉計画

根拠法令 刈谷市

一

生活支援ハウス運営事

般

業実施要綱

対象者 ※主

会

たる内容に記載 事業期

計

間 平成１９年度 ～

実施

生

方法 □直営　■委託　

活

□指定管理　□補助・

支

助成　□その他

援ハウス運営委託

Ｂ

事

　
事
　
業
　
実
　
績

元年

業

度実績 ２年度実績 ３年

担

度実績 ４年度計画

利用

当

人数：  4人 利用人

課

数：  1人 利用人数

長

：  0人 　
延べ日数

寿

：  539日 延べ日

課

数：  168日 延べ

款

日数：  0日 　
令和

項

３年度にて事業は廃止

目

。 　
　
　　　――――

担

―――

　年々利用者数

当

が減少する本事業の継

係

続について検討し令和

高

４年度から廃止とした

齢

。また、利用対象者が

福

刈谷市在宅高齢

成果
者

祉

ショートステイ事業に

係

おいて、一時的な居宅

3

の利用ができるように



福祉係

3 1 3

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 630 578 480 690 合計 480,000 円
扶助費 480,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 630 578 480 690

職員人件費　② 1,848 1,045 1,060 1,061

総事業費（①＋②） 2,478 1,623 1,540 1,751

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

福祉安全

基本施策 高齢

和

者福祉
施策体系

施策の

３

内容 高齢者世帯への生

年

活支援

目
　
　
　
的

  

度

養護老人ホームに入所

評

している高齢者に生

主

価

た
る
内
容

  刈谷市が

）

措置し、前月収入額が

刈

7,500円未満
活補

谷

給金を支給することに

市

より、老人福祉の の入

事

所者に対し、1人につ

務

き、生活補給金とし
理

事

念に基づいて、高齢者

業

の福祉の増進を図る て

評

最大月額7,500円

価

を支給する。
。 　養護

シ

老人ホーム入所者の病

ー

院の受診費用や
日用生

ト

活品の購入などに充て

（

る。

位
置
づ
け

関連計画

様

刈谷市介護保険事業計

式

画・刈谷市高齢者福祉

１

計画

根拠法令 老人福祉

）

法、刈谷市老人ホーム

会

入所者生活補給金支給

計

事業実施要綱

対象者 ※

名

主たる内容に記載 事業

担

期間 平成１８年度 ～

実

当

施方法 ■直営　□委託

部

　□指定管理　■補助

福

・助成　□その他

祉健康部

一般会計
老

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

元

人

年度実績 ２年度実績 ３

ホ

年度実績 ４年度計画

受

ー

給者数：　7人 受給者

ム

数：　7人 受給者数：

入

　8人 事業の性質上、

所

計画・目標値
は未設定

者

。

　生活補給金を支給

生

し、対象者の病院の受

活

診費用や日用生活品の

補

購入に充てることによ

給

り、対象者が安定した

金

生活を送る

成果
ことが

支

できた。

　入居者より

給

増額要求が度々あるが

事

、増額根拠が無いため

業

、補給金の性質を説明

担

して現状を維持してい

当

る。

課題

指標名称（単

課

位）
実績値 目標値

元年

長

度 ２年度 ３年度 ４年度

寿

６年度

活動 老人ホーム

課

入所者生活補給金受給

款

者数（人） 7 7 8 ― ―

項

指標
 

指標
　養護老人

目

ホームを持つ近隣４市

担

（碧南、高浜、安城、

当

知立）は皆補給金を７

係

，５００円／月として

高

いる。
他市との
比較検

齢

証



財源 0 90 120 120

職員人件費　② 23 299 303 303

総事業費（①＋②） 23 389 423 423

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 福祉安全

基本

令

施策 高齢者福祉
施策体

和

系
施策の内容 高齢者世

３

帯への生活支援

目
　
　

年

　
的

  年金の受給資

度

格の取れなかった外国

評

人無年

主
た
る
内
容

  

価

大正15年4月1日以

）

前に出生した外国人で

刈

、
金者で一定の要件を

谷

満たす人に対し、特別

市

給 老齢福祉年金の所得

事

基準を満たす人に対し

務

、
付金を支給し福祉の

事

増進を図る。 一月あた

業

り1万円を支給する。

評

位
置
づ
け

関連計画  

根

価

拠法令 刈谷市在日外国

シ

人特別給付金支給要綱

ー

対象者 ※主たる内容に

ト

記載 事業期間 平成６年

（

度 ～

実施方法 ■直営　

様

□委託　□指定管理　

式

■補助・助成　□その

１

他

）

会計名 担当部 福

Ｂ
　
事
　
業
　
実

祉

　
績

元年度実績 ２年度

健

実績 ３年度実績 ４年度

康

計画

受給者数：0人 受

部

給者数：1人 受給者数

一

：1人 事業の性質上、

般

計画・目標値
は未設定

会

。

　市民だより等で事

計

業の周知を行った。

成

在

果

　大正15年4月1

日

日以前に出生した外国

外

人で、１年以上刈谷市

国

に住んでいる者が対象

人

となっており、今後申

特

請があるか不明

。
課題

別

指標名称（単位）
実績

給

値 目標値

元年度 ２年度

付

３年度 ４年度 ６年度

活

事

動 在日外国人特別給付

業

金受給者数（人） 0 1

担

1 ― ―
指標

 
指標

 
他

当

市との
比較検証

課 長寿課

款 項 目 担

Ｃ
　

当

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

係

位：千円
元年度 ２年度

高

３年度 ４年度 ３年度

（

齢

決算） （決算） （決算

福

） （予算） 事業費内訳

祉

事業費　① 0 90 12

係

0 120 合計 120,

3

000 円
扶助費 12

1

0,000 円

財
　
源

3

特定財源 0 0 0 0

一般



係

４年度 ６年度

活動 緊急

3

一時保護居室確保数（

1

床） 2 2 2 2 2
指標
活

3

動
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,488 4,417 4,591 4,774 合計 4,590,729 円
使用料及び賃借料

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 4,590,729 円

一般財源 4,488 4,417 4,591 4,774

職員人件費　② 616 821 833 833

総事業費（①＋②） 5,104 5,238 5,424 5,607

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 福祉

令

安全

基本施策 高齢者福

和

祉
施策体系

施策の内容

３

高齢者福祉施設の充実

年

目
　
　
　
的

　特別養護

度

老人ホームのショート

評

ステイ用の

主
た
る
内
容

価

　特別養護老人ホーム

）

のショートステイ用の

刈

ベッドをあらかじめ確

谷

保することで、高齢者

市

ベッド２床を３６５日

事

確保する。
虐待等にお

務

ける被虐待者の緊急一

事

時保護に対
応する。

位

業

置
づ
け

関連計画

根拠法

評

令 高齢者虐待の防止、

価

高齢者の養護者に対す

シ

る支援に関する法律　

ー

老人福祉法

対象者 事業

ト

期間 平成３０年度 ～

実

（

施方法 □直営　□委託

様

　□指定管理　□補助

式

・助成　■その他

１）

会計名 担当部 福

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

元

祉

年度実績 ２年度実績 ３

健

年度実績 ４年度計画

・

康

特別養護老人ホームシ

部

ョー ・特別養護老人ホ

一

ームショー ・特別養護

般

老人ホームショー ・特

会

別養護老人ホームショ

計

ー
　トステイ用のベッ

高

ド2床を年　トステイ

齢

用のベッド2床を年　

者

トステイ用のベッド2

緊

床を年　トステイ用の

急

ベッド2床を年
　間を

一

通して確保し、虐待等

時

　間を通して確保し、

保

虐待等 　間を通して確

護

保し、虐待等 　間を通

居

して確保し、虐待等
　

室

における高齢者の一時

確

保護 　における高齢者

保

の一時保護 　における

事

高齢者の一時保護 　に

業

おける高齢者の一時保

担

護
　を行った。 　を行

当

った。 　を行った。 　

課

を行う。
    緊急

長

一時保護件数　8件  

寿

   緊急一時保護件

課

数　8件     緊急

款

一時保護件数　7件

　

項

虐待等高齢者の緊急一

目

時保護に迅速に対応で

担

きた。

成果

　緊急一時

当

保護の居室の場所の確

係

保を今後どのようにし

高

ていくか、検証する必

齢

要がある。

課題

指標名

福

称（単位）
実績値 目標

祉

値

元年度 ２年度 ３年度



福

標
  平成３０年度に

祉

大府市、阿久比町で事

係

業を開始し、平成３１

3

年度以降本市を含め事

1

業が広まりつつある。

3

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 177 177 239 299 合計 238,950 円
役務費 238,950 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 177 177 239 299

職員人件費　② 616 597 606 606

総事業費（①＋②） 793 774 845 905

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

福祉安全

基本施策 高齢

和

者福祉
施策体系

施策の

３

内容 介護サービスの充

年

実

目
　
　
　
的

  認知

度

症等によるはいかいに

評

より、鉄道事故

主
た
る

価

内
容

  行方不明高齢

）

者等ＳＯＳネットワー

刈

クに登
等を起こす可能

谷

性のある高齢者を対象

市

に、市 録した人のうち

事

、保険加入希望者を対

務

象に、
がはいかい高齢

事

者個人賠償責任保険に

業

加入す 市が一括して保

評

険加入する。
ることに

価

より、本人及び家族の

シ

損害賠償の負
担軽減を

ー

図る。

位
置
づ
け

関連計

ト

画

根拠法令 刈谷市行方

（

不明高齢者等ＳＯＳネ

様

ットワーク事業実施要

式

綱

対象者 ※主たる内容

１

に記載 事業期間 令和元

）

年度 ～

実施方法 ■直営

会

　□委託　□指定管理

計

　□補助・助成　□そ

名

の他

担当部 福祉健康部

Ｂ
　
事
　
業
　

一

実
　
績

元年度実績 ２年

般

度実績 ３年度実績 ４年

会

度計画

はいかい高齢者

計

個人賠償責任 はいかい

は

高齢者個人賠償責任 は

い

いかい高齢者個人賠償

か

責任 はいかい高齢者個

い

人賠償責任
保険加入者

高

数　59人 保険加入者

齢

数　119人 保険加入

者

者数　125人 保険加

個

入者数　160人

  

人

認知症等によるはいか

賠

いにより鉄道事故等を

償

起こす恐れのある高齢

責

者を対象に、市ではい

任

かい高齢者個人賠償責

保

任保険

成果
に一括で加

険

入することにより、本

事

人及びその家族の損害

業

賠償負担軽減を図るこ

担

とができた。

  日常

当

的にはいかいの恐れの

課

ある高齢者に対し、行

長

方不明高齢者等ＳＯＳ

寿

ネットワークを含めさ

課

らなる加入促進を行う

款

必

要がある。
課題

指標

項

名称（単位）
実績値 目

目

標値

元年度 ２年度 ３年

担

度 ４年度 ６年度

活動 は

当

いかい高齢者個人賠償

係

責任保険加入者数（人

高

） 59 119 125 1

齢

60 200
指標
活動
指



生活が困難であった高齢者を養護老人ホームに入所させることで、高齢者が心身ともに健全な生活を送ること

成果
ができた。

　定員50名の施設であるが、半数が空き室である。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

活動 養護老人ホーム被措置者数（人） 30 30 23 ― ―
指標

 
指標

　養護老人ホームを民間委託した事で、入居率が上がっている市（碧南市、高浜市、半田市他）がある。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 77,183 79,837 64,844 85,571 合計 64,844,443 円
報償費 40,000 円

財
　
源

特定財源 65,538 63,786 47,859 66,296 扶助費 64,804,443 円

一般財源 11,645 16,051 16,985 19,275

職員人件費　② 2,619 3,061 3,104 3,106

総事業費（①＋②） 79,802 82,898 67,948 88,677

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累

Ｄ

積事業費 0 老人ホーム

　

扶養義務者負担金
老人

　

ホーム被措置者負担金

　

５年度以降の事業費見

Ｏ

込 0 老人ホーム入所者

　

措置収入

　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

４

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

令

高齢者福祉
施策体系

施

和

策の内容 高齢者世帯へ

３

の生活支援

目
　
　
　
的

年

  原則として65歳

度

以上で、環境上の理由

評

及び

主
た
る
内
容

  養

価

護老人ホーム及び特別

）

養護老人ホーム等
経済

刈

的理由により、居宅で

谷

生活することが困 （や

市

むを得ない措置）被措

事

置者の入所施設等
難な

務

人が、自立した日常生

事

活を営むために適 に対

業

し、措置に係る費用を

評

支給する。
切な支援が

価

総合的に受けられるよ

シ

う、養護老 　
人ホーム

ー

等への入所措置、介護

ト

保険サービス ※やむを

（

得ない措置とは、事業

様

者と契約をし
の便宜を

式

供与する措置等の積極

１

的な実施に努 て介護サ

）

ービスを利用すること

会

や、その前提
める。 と

計

なる市町村に対する要

名

介護認定の申請を期
待

担

しがたい場合、又は高

当

齢者虐待等により保
護

部

及び支援が必要と認め

福

られる場合をいう。

位

祉

置
づ
け

関連計画 刈谷市

健

介護保険事業計画・刈

康

谷市高齢者福祉計画

根

部

拠法令 老人福祉法、刈

一

谷市老人福祉法施行細

般

則、老人福祉法第28

会

条の規定による費用徴

計

収規則

対象者 ※主たる

老

内容に記載 事業期間 ～

人

実施方法 ■直営　□委

ホ

託　□指定管理　□補

ー

助・助成　□その他

ム措置事業
担当課 長

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

寿

元年度実績 ２年度実績

課

３年度実績 ４年度計画

款

養護老人ホーム被措置

項

者数 養護老人ホーム被

目

措置者数 養護老人ホー

担

ム被措置者数 老人福祉

当

法上の措置であるた
　

係

刈谷市：25人 　刈谷

高

市：22人 　刈谷市：

齢

16人 め、計画・目標

福

値は未設定。
　他市　

祉

： 5人 　他市　： 

係

8人 　他市　： 7人

3

　　　　　　（年度末

1

時点） 　　　　　　（

3

年度末時点）             （年度末時点）

　居宅での



定

補助額　   554

給

,000円 　補助額　

付

 1,707,000

係

円

　生活の維持が困難

3

な低所得の高齢者であ

1

っても、必要な介護保

3

険サービスを利用することができた。

成果

　市民及び法人へ制度の周知を図ること。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

活動 ①介護保険居宅サービス等利用者負担額 14 15 15 20 20
指標 　助成人数（人）
活動 ②社会福祉法人等による生活困難者等に対する 865,000 591,000 554,000 1,707,000 1,707,000
指標 　利用者負担軽減制度事業費補助額（円）

①介護保険居宅サービス等利用者負担額助成は、対象条件や助成割合が異なるが、県内では18保険者が実施
他市との 　している。
比較検証 ②社会福祉法人等による生活困難者等に対する利用者負担軽減制度事業費補助は、概ね全国の保険者が実施

　している。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,289 1,209 1,041 2,623 合計 1,040,677 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 648 443 415 1,298 交付金 554,000 円
扶助費 486,677 円

一般財源 641 766 626 1,325

職員人件費　② 231 224 227 227

総事業費（①＋②） 1

Ｄ

,520 1,433 1

　

,268 2,850

建

　

設
事
業

全体事業費（単

　

位：千円） 0 ３年度特

Ｏ

定財源名称

３年度まで

　

の累積事業費 0 福祉法

　

人等サービス利用軽減

∧

事業費補助金（県）

５

　

年度以降の事業費見込

　

0

実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　

年

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

度

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

（

業
　
概
　
要

総合計画
分

令

野 福祉安全

基本施策 高

和

齢者福祉
施策体系

施策

３

の内容 介護サービスの

年

充実

目
　
　
　
的

  低

度

所得の高齢者であって

評

も必要な介護サー

主
た

価

る
内
容

①介護保険居宅

）

サービス等利用者負担

刈

額助成
ビスが利用でき

谷

るように支援する。 　

市

市民税非課税世帯の人

事

で、前年収入や預貯
金

務

等が一定額以下などの

事

要件を満たす人へ、
居

業

宅サービス等の介護サ

評

ービス費の利用者負
担

価

額の1/2を助成する

シ

。
②社会福祉法人等に

ー

よる生活困難者等に対

ト

す
る利用者負担軽減制

（

度事業費補助
　対象サ

様

ービスの介護サービス

式

費、食費、居
住費等を

１

軽減した社会福祉法人

）

等へ、軽減額
から本来

会

受領すべき利用者負担

計

額の1％を控除
した額

名

の1/2を補助する。

担

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

当

市介護保険事業計画・

部

刈谷市高齢者福祉計画

福

根拠法令 刈谷市介護保

祉

険居宅サービス等利用

健

者負担額助成事業実施

康

要綱　　他

対象者 ※主

部

たる内容に記載 事業期

一

間 平成１２年度 ～

実施

般

方法 □直営　□委託　

会

□指定管理　■補助・

計

助成　□その他

介護サービス利用

Ｂ

者

　
事
　
業
　
実
　
績

元年

負

度実績 ２年度実績 ３年

担

度実績 ４年度計画

①助

等

成人数　　  　14

軽

人　 ①助成人数　　 

減

 　15人 ①助成人数

事

　　  　15人 ①助

業

成人数　　  　20

担

人
　助成額　   4

当

24,412円　 　助

課

成額　   617,

長

885円　 　助成額　

寿

   486,677

課

円　 　助成額　   

款

890,000円　
②

項

補助法人数　 　3法

目

人 ②補助法人数　 　

担

3法人 ②補助法人数　

当

 　2法人 ②補助法人

係

数　 　3法人
　補助

介

額　   865,0

護

00円 　補助額　  

認

 591,000円 　



1 3

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 6 0 0 29 合計 0 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 6 0 0 29

職員人件費　② 77 75 76 76

総事業費（①＋②） 83 75 76 105

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 福祉安全

令

基本施策 高齢者福祉
施

和

策体系
施策の内容 介護

３

サービスの充実

目
　
　

年

　
的

  介護支援専門

度

員（ケアマネジャー）

評

のスキ

主
た
る
内
容

  

価

介護支援専門員を対象

）

に、ケアマネジメン
ル

刈

アップを図り、高齢者

谷

が適切なケアプラン ト

市

リーダー等によるケア

事

プランの事例調査・
の

務

もとで介護保険サービ

事

スを利用できるよう 指

業

導・作成技術向上のた

評

めの研修を行う。
にす

価

る。

位
置
づ
け

関連計画

シ

刈谷市介護保険事業計

ー

画・刈谷市高齢者福祉

ト

計画

根拠法令 介護保険

（

法

対象者 市内介護支援

様

専門員 事業期間 平成１

式

８年度 ～

実施方法 ■直

１

営　□委託　□指定管

）

理　□補助・助成　□

会

その他

計名 担当部 福祉健

Ｂ
　
事
　
業

康

　
実
　
績

元年度実績 ２

部

年度実績 ３年度実績 ４

一

年度計画

ケアプラン指

般

導研修会　2回 ケアプ

会

ラン指導研修会 ケアプ

計

ラン指導研修会　2回

ケ

ケアプラン指導研修会

ア

　2回
（2回とも中止

プ

）

　介護支援専門員の

ラ

ケアプラン作成技術の

ン

向上が図られたことで

指

、適切なケアプランに

導

基づく高齢者のサービ

研

ス利用に繋

成果
がった

修

。

　介護支援専門員の

事

ニーズと課題を把握し

業

、参加意欲を高める研

担

修プログラムの作成や

当

周知方法の工夫が必要

課

である。参

加ができな

長

い場合でも、研修資料

寿

の周知を行う。
課題

指

課

標名称（単位）
実績値

款

目標値

元年度 ２年度 ３

項

年度 ４年度 ６年度

活動

目

開催数（回） 2 0 ２ ２

担

2
指標
成果 延参加人数

当

（人） 89 0 56 72

係

72
指標

　刈谷市独自

介

の事業である。
他市と

護

の
比較検証

認定給付係

3



画

源 0 0 4,004 0 交

係

付金 4,004,00

3

0 円

一般財源 0 0 0

1

0

職員人件費　② 0 0

3

76 0

総事業費（①＋②） 0 0 4,080 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 地域介護・福祉空間整備等施
設整備交付金（国）

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 福

令

祉安全

基本施策 高齢者

和

福祉
施策体系

施策の内

３

容 介護サービスの充実

年

目
　
　
　
的

　既存介護

度

施設に対して老朽化に

評

伴う大規模

主
た
る
内
容

価

　大規模修繕を行う事

）

業所に対して、国の要

刈

修繕に係る経費の支援

谷

を行うことにより、施

市

綱に基づき補助金を支

事

給する。
設利用者等の

務

安全性を確保する。

位

事

置
づ
け

関連計画 刈谷市

業

介護保険事業計画・刈

評

谷市高齢者福祉計画

根

価

拠法令 地域介護・福祉

シ

空間整備等施設整備交

ー

付金実施要綱

対象者 介

ト

護サービス事業者 事業

（

期間 令和３年度 ～ 令和

様

３年度

実施方法 □直営

式

　□委託　□指定管理

１

　■補助・助成　□そ

）

の他

会計名 担当部 福祉

Ｂ
　
事
　
業
　

健

実
　
績

元年度実績 ２年

康

度実績 ３年度実績 ４年

部

度計画

　 　 ・補助件数

一

　　　　　1件 　
　 　

般

　
　 　 　
　 　 　
　　　

会

――――――― 　　　

計

――――――― 　　　

介

―――――――

　施設

護

利用者の安全性を確保

施

する観点から、老朽化

設

に伴う大規模な修繕等

大

を実施する事業所に対

規

し、補助金を支給する

模

こ

成果
とで経費に対す

修

る支援を行った。

課題

繕

指標名称（単位）
実績

費

値 目標値

元年度 ２年度

補

３年度 ４年度 ６年度

成

助

果 補助件数（件） ― ―

事

1 ― ―
指標
活動
指標

他

業

市との
比較検証

担当課 長寿課

款 項

Ｃ
　

目

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

担

位：千円
元年度 ２年度

当

３年度 ４年度 ３年度

（

係

決算） （決算） （決算

介

） （予算） 事業費内訳

護

事業費　① 0 0 4,0

保

04 0 合計 4,004

険

,000 円
負担金、

企

補助及び

財
　
源

特定財



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 20 0 合計 20,000 円
報償費 20,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 20 0

職員人件費　② 0 0 76 0

総事業費（①＋②） 0 0 96 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

感染管理認定看護師介護サービス事業所等

派遣事業

令和４年

Ｐ
　
　
Ｌ
　

度

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

（

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

令

　
要

総合計画
分野 福祉

和

安全

基本施策 高齢者福

３

祉
施策体系

施策の内容

年

介護サービスの充実

目

度

　
　
　
的

　介護施設等

評

で実際に感染者が発生

価

した場合

主
た
る
内
容

　

）

事業所において感染者

刈

が発生した場合に、
に

谷

おける、感染管理認定

市

看護師による相談体 希

事

望する事業所に感染管

務

理認定看護師を派遣
制

事

を構築することで、感

業

染者発生の初期段階 し

評

、実際の現場において

価

、感染拡大防止策に
で

シ

の感染拡大防止の徹底

ー

を図る。 ついてアドバ

ト

イスしてもらう。

位
置

（

づ
け

関連計画 刈谷市介

様

護保険事業計画・刈谷

式

市高齢者福祉計画

根拠

１

法令 刈谷市感染管理認

）

定看護師派遣事業実施

会

要綱

対象者 介護サービ

計

ス事業者 事業期間 令和

名

３年度 ～ 令和３年度

実

担

施方法 ■直営　□委託

当

　□指定管理　□補助

部

・助成　□その他

福祉健康部

一般会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

元

担

年度実績 ２年度実績 ３

当

年度実績 ４年度計画

　

課

　 ・認定看護師派遣回

長

数　4回 ※高齢者施設

寿

等感染症対策支
　 　 　

課

援事業に移行
　 　
　 　

款

　　　―――――――

項

　　　―――――――

目

　感染者が発生した事

担

業所に対し、早期に感

当

染管理認定看護師を派

係

遣したことにより、感

介

染者発生初期段階で対

護

策の徹底

成果
を図るこ

保

とができた。また、感

険

染管理・予防に関する

企

相談体制を構築するこ

画

とで感染の拡大を防ぐ

係

ことができた。

課題

指

3

標名称（単位）
実績値

1

目標値

元年度 ２年度 ３

3

年度 ４年度 ６年度

成果 感染管理認定看護師派遣回数（回） ― ― 4 ― ―
指標
活動
指標

他市との
比較検証



３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 86,099 95,224 97,423 92,109 合計 97,423,000 円
委託料 97,423,000 円

財
　
源

特定財源 5,471 6,045 5,392 7,098

一般財源 80,628 89,179 92,031 85,011

職員人件費　② 539 299 454 530

総事業費（①＋②） 86,638 95,523 97,877 92,639

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 老人ホーム被措置者負担金
在宅老人短期保護手数料

５年度以降の事業費見込 0 老人ホーム入所者措置収入

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 福祉安全

基本

令

施策 高齢者福祉
施策体

和

系
施策の内容 高齢者福

３

祉施設の充実

目
　
　
　

年

的

  老人福祉法に基

度

づく、主に経済的な理

評

由で

主
た
る
内
容

〇施設

価

の管理運営
居宅におい

）

て生活をすることが困

刈

難な65歳以
上の高齢

谷

者が入所するための施

市

設で、入所者
が自立し

事

た日常生活を営み、社

務

会的活動に参
加するた

事

めに必要な指導や訓練

業

を行うことを
目的とす

評

る。

位
置
づ
け

関連計画

価

刈谷市介護保険事業計

シ

画・刈谷市高齢者福祉

ー

計画

根拠法令 老人福祉

ト

法、刈谷市ふれあいの

（

里条例

対象者 ※目的に

様

記載 事業期間 ～

実施方

式

法 ■直営　□委託　■

１

指定管理　□補助・助

）

成　□その他

会計名 担当部 福祉

Ｂ
　

健

事
　
業
　
実
　
績

元年度

康

実績 ２年度実績 ３年度

部

実績 ４年度計画

・養護

一

老人ホーム管理運営委

般

・養護老人ホーム管理

会

運営委 ・養護老人ホー

計

ム管理運営委 ・養護老

養

人ホーム管理運営委
託

護

託 託 託
・物品の設置及

老

び更新

　入所者の生活

人

援助や社会参加の促進

ホ

及び生活環境の整備を

ー

図ることができた。

成

ム

果

　施設の老朽化によ

管

り、修繕の必要な箇所

理

が増えてきている。

課

運

題

指標名称（単位）
実

営

績値 目標値

元年度 ２年

事

度 ３年度 ４年度 ６年度

業

活動 刈谷市養護老人ホ

担

ーム入所者数（人） 2

当

7 26 19 ― ―
指標

 

課

指標
　老人福祉法に基

長

づいた行政の措置施設

寿

であるため、他市でも

課

同様の事業を実施して

款

いる。
他市との
比較検

項

証

目 担当係 管理係

3

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

1

ス
　
ト

単位：千円
元年

6

度 ２年度 ３年度 ４年度



151 227

総事業費（①＋②） 0 1,886 7,090 2,127

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

４

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

令

高齢者福祉
施策体系

施

和

策の内容 高齢者福祉施

３

設の充実

目
　
　
　
的

 

年

 施設の不具合箇所を

度

改修することにより、

評

主
た
る
内
容

〇居室洗面

価

所の給湯設備設置工事

）

利用者が安全かつ快適

刈

に利用できる環境を維

谷

〇網戸設置工事
持する

市

。

位
置
づ
け

関連計画

根

事

拠法令

対象者 事業期間

務

～

実施方法 □直営　□

事

委託　□指定管理　□

業

補助・助成　□その他

評価シート （様式１

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

）

績

元年度実績 ２年度実

会

績 ３年度実績 ４年度計

計

画

　 【工事】 【修繕】

名

【工事】
　 室内トイレ

担

手すり設置工事 居室ト

当

イレの便座取替修繕 居

部

室洗面所の給湯設備設

福

置等
　 食堂パーテーシ

祉

ョン設置工事 【工事】

健

工事
　 居室洗面所の給

康

湯設備設置等 網戸設置

部

工事
　　　―――――

一

―― 工事
網戸設置工事

般

　施設、設備の不具合

会

箇所を改修することに

計

より、容赦が安全かつ

養

快適に利用できる環境

護

を整備することができ

老

た。

成果

課題

指標名称

人

（単位）
実績値 目標値

ホ

元年度 ２年度 ３年度 ４

ー

年度 ６年度

活動
指標
活

ム

動
指標

他市との
比較検

改

証

修事業
担当課 長寿

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

課

ス
　
ト

単位：千円
元年

款

度 ２年度 ３年度 ４年度

項

３年度

（決算） （決算

目

） （決算） （予算） 事

担

業費内訳

事業費　① 0

当

1,737 6,939

係

1,900 合計 6,9

管

38,900 円
需用

理

費 1,346,400

係

 円

財
　
源

特定財源 0

3

0 0 0 工事請負費 5,

1

592,500 円

一

6

般財源 0 1,737 6,939 1,900

職員人件費　② 0 149



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 14,656 15,851 16,351 20,145 合計 16,351,432 円
報償費 258,000 円

財
　
源

特定財源 608 549 594 703 需用費 3,051,168 円
役務費 26,000 円

一般財源 14,048 15,302 15,757 19,442 委託料 12,455,551 円
使用料及び賃借料 560,713 円

職員人件費　② 539 299 454 530

総事業費（①＋②） 15,195 16,150 16,805 20,675

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 行政財産目的外使用料

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 福祉安全

基本

令

施策 高齢者福祉
施策体

和

系
施策の内容 高齢者福

３

祉施設の充実

目
　
　
　

年

的

　高齢者福祉の拠点

度

として、生きがいと健

評

康

主
た
る
内
容

〇施設の

価

管理運営及び各種講座

）

の開催
づくりと交流の

刈

場を提供し、高齢者福

谷

祉の向
上を図る。

位
置

市

づ
け

関連計画 刈谷市介

事

護保険事業計画・刈谷

務

市高齢者福祉計画

根拠

事

法令 刈谷市南部福祉セ

業

ンター条例、ぬくもり

評

プラザ処務規則

対象者

価

60歳以上の高齢者 事

シ

業期間 平成１３年度 ～

ー

実施方法 □直営　□委

ト

託　■指定管理　□補

（

助・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

部

元年度実績 ２年度実績

福

３年度実績 ４年度計画

祉

・浴室利用 ・浴室利用

健

・浴室利用 ・浴室利用

康

・マッサージ室利用 ・

部

マッサージ室利用 ・マ

一

ッサージ室利用 ・マッ

般

サージ室利用
・ふれあ

会

い交流室利用 ・ふれあ

計

い交流室利用 ・ふれあ

ぬ

い交流室利用 ・ふれあ

く

い交流室利用
・講座の

も

開催 ・講座の開催 ・講

り

座の開催 ・講座の開催

プ

　利用者の生きがいと

ラ

健康づくりの推進及び

ザ

施設の環境整備を図る

管

ことができた。

成果

　

理

施設の老朽化により、

運

修繕の必要な箇所が増

営

えてきている。

課題

指

事

標名称（単位）
実績値

業

目標値

元年度 ２年度 ３

担

年度 ４年度 ６年度

活動

当

ぬくもりプラザ延べ利

課

用者数（人） 43,4

長

44 18,509 31

寿

,360 55,000

課

―
指標
活動 うち浴室利

款

用者数（人） 20,9

項

36 10,736 20

目

,951 26,000

担

―
指標

　近隣市におい

当

ても福祉施設は整備さ

係

れているが、本市の設

管

備の充実度は高い。
他

理

市との
比較検証

係

3 1 7



7

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 18,620 18,147 19,028 22,235 合計 19,027,551 円
役務費 12,830 円

財
　
源

特定財源 0 111 52 10 委託料 16,793,821 円
使用料及び賃借料

一般財源 18,620 18,036 18,976 22,225 1,980,000 円
備品購入費 240,900 円

職員人件費　② 539 299 454 530

総事業費（①＋②） 19,159 18,446 19,482 22,765

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 行政財産目的外使用料

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安全

基

令

本施策 高齢者福祉
施策

和

体系
施策の内容 高齢者

３

福祉施設の充実

目
　
　

年

　
的

  高齢者福祉の

度

拠点として、生きがい

評

と健康

主
た
る
内
容

  

価

施設の管理運営を指定

）

管理者である刈谷市
づ

刈

くりの場を提供し、高

谷

齢者福祉の向上を図 シ

市

ルバー人材センターに

事

委託する。
る。

位
置
づ

務

け

関連計画 刈谷市介護

事

保険事業計画・刈谷市

業

高齢者福祉計画

根拠法

評

令 刈谷市高齢者生きが

価

い施設条例、刈谷市高

シ

齢者生きがい施設条例

ー

施行規則

対象者 60歳

ト

以上の高齢者 事業期間

（

昭和６２年度 ～

実施方

様

法 ■直営　□委託　■

式

指定管理　□補助・助

１

成　□その他

）

会計名 担当部 福

Ｂ
　

祉

事
　
業
　
実
　
績

元年度

健

実績 ２年度実績 ３年度

康

実績 ４年度計画

・高齢

部

者市民講座の開催 ・高

一

齢者市民講座の開催 ・

般

高齢者市民講座の開催

会

・高齢者市民講座の開

計

催
・講座室、多目的室

生

等の利用 ・講座室、多

き

目的室等の利用 ・講座

が

室、多目的室等の利用

い

・講座室、多目的室等

セ

の利用

　利用者の生き

ン

がいと健康づくりの推

タ

進及び施設の環境整備

ー

を図ることができた。

管

成果

　施設の老朽化に

理

より、修繕の必要な箇

運

所が増えつつある。

課

営

題

指標名称（単位）
実

事

績値 目標値

元年度 ２年

業

度 ３年度 ４年度 ６年度

担

活動 高齢者市民講座参

当

加者延人数（人） 4,

課

183 1,701 2,

長

870 4,800 ―
指

寿

標
活動 生きがいセンタ

課

ー延べ利用者数（人）

款

18,126 8,00

項

3 12,758 21,

目

000 ―
指標

　近隣市

担

においても福祉施設は

当

整備されているが、本

係

市の設備の充実度は高

管

い。
他市との
比較検証

理係

3 1



7

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 86,052 91,229 94,340 89,281 合計 94,340,366 円
役務費 73,588 円

財
　
源

特定財源 175 0 1,895 10 委託料 87,943,000 円
使用料及び賃借料

一般財源 85,877 91,229 92,445 89,271 3,147,293 円
備品購入費 1,281,500 円

職員人件費　② 539 299 454 530 補償、補填及び賠
償金 1,894,985 円

総事業費（①＋②） 86,591 91,528 94,794 89,811

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 施設賠償責任保険金収入
損害賠償責任者負担金

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安全

基

令

本施策 高齢者福祉
施策

和

体系
施策の内容 高齢者

３

福祉施設の充実

目
　
　

年

　
的

　高齢者福祉の拠

度

点として、生きがいと

評

健康

主
た
る
内
容

　施設

価

の管理運営を指定管理

）

者である刈谷市
づくり

刈

と交流の場を提供し、

谷

高齢者福祉の向 社会福

市

祉協議会に委託する。

事

上を図るとともに、他

務

人と共用する物品や複

事

数の人の手が触れる場

業

所の消毒作業を拡充す

評

ること等により、施設

価

内での感染拡大の防止

シ

を図る。

位
置
づ
け

関連

ー

計画 刈谷市介護保険事

ト

業計画・刈谷市高齢者

（

福祉計画

根拠法令 刈谷

様

市ふれあいの里条例、

式

刈谷市ふれあいの里条

１

例施行規則

対象者 60

）

歳以上の高齢者 事業期

会

間 平成９年度 ～

実施方

計

法 ■直営　□委託　■

名

指定管理　□補助・助

担

成　□その他

当部 福祉健康部

一

Ｂ
　

般

事
　
業
　
実
　
績

元年度

会

実績 ２年度実績 ３年度

計

実績 ４年度計画

・大浴

高

室利用 ・大浴室利用 ・

齢

大浴室利用 ・大浴室利

者

用
・講座の開催 ・講座

交

の開催 ・講座の開催 ・

流

講座の開催
・行事の開

プ

催 ・行事の開催 ・行事

ラ

の開催 ・行事の開催
・

ザ

感染症対策特別清掃の

管

実施

　利用者の生きが

理

いと健康づくりの推進

運

を図ることができた。

営

成果

　施設の老朽化に

事

より、修繕の必要な箇

業

所が増えてきている。

担

課題

指標名称（単位）

当

実績値 目標値

元年度 ２

課

年度 ３年度 ４年度 ６年

長

度

活動 高齢者交流プラ

寿

ザ延べ利用者数（人）

課

113,822 34,

款

120 51,702 1

項

30,500 ―
指標
活

目

動 大浴室利用者数（人

担

） 48,587 10,

当

241 19,507 5

係

8,000 ―
指標

　近

管

隣市においても福祉施

理

設は整備されているが

係

、本市の設備の充実度

3

は高い。
他市との
比較

1

検証



人） 18,146 1,168 19,507 25,000 ―
指標

　近隣市においても福祉施設は整備されているが、本市の設備の充実度は高い。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 32,238 37,563 33,354 32,454 合計 33,354,039 円
役務費 21,439 円

財
　
源

特定財源 0 87 45 67 委託料 32,292,000 円
備品購入費 1,040,600 円

一般財源 32,238 37,476 33,309 32,387

職員人件費　② 539 299 454 530

総事業費（①＋②） 32,777 37,862 33,808 32,984

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 行政財産目的外使用料

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 福祉安全

基本

令

施策 高齢者福祉
施策体

和

系
施策の内容 高齢者福

３

祉施設の充実

目
　
　
　

年

的

　高齢者福祉の拠点

度

として、生きがいと健

評

康

主
た
る
内
容

　施設の

価

管理運営を指定管理者

）

である刈谷市
づくりと

刈

交流の場を提供し、高

谷

齢者福祉の向 社会福祉

市

協議会に委託する。
上

事

を図る。

位
置
づ
け

関連

務

計画 刈谷市介護保険事

事

業計画・刈谷市高齢者

業

福祉計画

根拠法令 刈谷

評

市一ツ木福祉センター

価

条例、刈谷市一ツ木福

シ

祉センター条例施行規

ー

則

対象者 60歳以上の

ト

高齢者 事業期間 平成１

（

０年度 ～

実施方法 ■直

様

営　□委託　■指定管

式

理　□補助・助成　□

１

その他

）

会計名 担当部 福

Ｂ
　
事
　
業

祉

　
実
　
績

元年度実績 ２

健

年度実績 ３年度実績 ４

康

年度計画

・トレーニン

部

グ室利用 ・トレーニン

一

グ室利用 ・トレーニン

般

グ室利用 ・トレーニン

会

グ室利用
・歩行プール

計

利用 ・歩行プール利用

い

・歩行プール利用 ・歩

き

行プール利用
・講座の

い

開催 ・講座の開催 ・講

き

座の開催 ・講座の開催

プ

・行事の開催 ・行事の

ラ

開催 ・行事の開催 ・行

ザ

事の開催
・空気清浄機

管

の設置　　 1台 ・ト

理

レーニング機器の更新

運

・サーキュレーターの

営

設置
　　　　　　　　

事

　　　 1台

　利用者

業

の生きがいと健康づく

担

りの推進及び施設の環

当

境整備を図ることがで

課

きた。特に、更新計画

長

に基づきトレーニング

寿

成果
機器を更新し、利

課

便性の向上を図ること

款

ができた。

　施設の老

項

朽化により、修繕の必

目

要な箇所が増えてきて

担

いる。

課題

指標名称（

当

単位）
実績値 目標値

元

係

年度 ２年度 ３年度 ４年

管

度 ６年度

活動 いきいき

理

プラザ入館者数（人）

係

42,132 4,77

3

4 11,675 57,

1

000 ―
指標
活動 トレ

7

ーニング室利用者数（



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 353 93 268 14,825 合計 268,290 円
備品購入費 268,290 円

財
　
源

特定財源 0 0 79 0

一般財源 353 93 189 14,825

職員人件費　② 77 299 454 530

総事業費（①＋②） 430 392 722 15,355

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 高齢者福祉施設事業費寄附金

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

老人デイサービスセンターひまわり管理運

営事業

令和４年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

度

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

（

事
　
業
　
概
　
要

総合計

令

画
分野 福祉安全

基本施

和

策 高齢者福祉
施策体系

３

施策の内容 高齢者福祉

年

施設の充実

目
　
　
　
的

度

  介護を必要として

評

いる高齢者に対して必

価

要

主
た
る
内
容

  施設

）

の管理運営を指定管理

刈

者である刈谷市
なリハ

谷

ビリテーションや機能

市

訓練を行い、そ 社会福

事

祉協議会に委託する。

務

の有する能力に応じて

事

自立した在宅生活を営

業

むことができるよう支

評

援する。

位
置
づ
け

関連

価

計画 刈谷市介護保険事

シ

業計画・刈谷市高齢者

ー

福祉計画

根拠法令 刈谷

ト

市ふれあいの里条例、

（

刈谷市ふれあいの里条

様

例施行規則

対象者 介護

式

保険法の規定に準じる

１

事業期間 平成９年度 ～

）

実施方法 ■直営　□委

会

託　□指定管理　□補

計

助・助成　□その他

名 担当部 福祉健康部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

一

元年度実績 ２年度実績

般

３年度実績 ４年度計画

会

・送迎車用タイヤの更

計

新設置 洗濯機の更新 高

担

さ調整機能付きテーブ

当

ルの ・衣類乾燥機の設

課

置
・食器類の更新 更新

長

・脱衣室扇風機の設置

寿

・送迎車の更新

  物

課

品の設置及び更新、不

款

具合施設の修繕を実施

項

することにより、安全

目

で快適な環境を提供し

担

、もって利用者の利便

当

性向

成果
上及び高齢者

係

福祉の増進を図ること

管

ができた。

課題

指標名

理

称（単位）
実績値 目標

係

値

元年度 ２年度 ３年度

3

４年度 ６年度

活動 老人

1

デイサービスセンター

7

ひまわり実施日数（日） 285 293 291 293 ―
指標
活動 老人デイサービスセンターひまわり利用者数（人） 6,720 6,987 6,231 6,800 ―
指標

他市との
比較検証



Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

老人デイサービスセンターなのはな管理運

営事業

令和４年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

度

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

（

事
　
業
　
概
　
要

総合計

令

画
分野 福祉安全

基本施

和

策 高齢者福祉
施策体系

３

施策の内容 高齢者福祉

年

施設の充実

目
　
　
　
的

度

　介護を必要としてい

評

る高齢者に対して必要

価

主
た
る
内
容

○施設の管

）

理運営
なリハビリテー

刈

ションや機能訓練を行

谷

い、そ ○コロナ対策消

市

耗品の購入
の有する能

事

力に応じ自立した在宅

務

生活を営む
ことができ

事

るよう支援する。

位
置

業

づ
け

関連計画

根拠法令

評

対象者 事業期間 ～

実施

価

方法 □直営　□委託　

シ

■指定管理　□補助・

ー

助成　□その他

ト （様式１）

会計

Ｂ

名

　
事
　
業
　
実
　
績

元年

担

度実績 ２年度実績 ３年

当

度実績 ４年度計画

　 　

部

・コロナ対策消耗品の

福

購入 　
　 　 　
　 　 　
　

祉

　 　
　　　―――――

健

―― 　　　―――――

康

―― 　　　―――――

部

――

成果

課題

指標名称

一

（単位）
実績値 目標値

般

元年度 ２年度 ３年度 ４

会

年度 ６年度

活動
指標
活

計

動
指標

他市との
比較検

担

証

当課 長寿課

款 項 目

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

担

ス
　
ト

単位：千円
元年

当

度 ２年度 ３年度 ４年度

係

３年度

（決算） （決算

管

） （決算） （予算） 事

理

業費内訳

事業費　① 0

係

0 289 1,480 合

3

計 289,000 円

1

需用費 280,700

7

 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 10 役務費 8,300 円

一般財源 0 0 289 1,470

職員人件費　② 0 0 454 530

総事業費（①＋②） 0 0 743 2,010

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0



度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

４

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

令

高齢者福祉
施策体系

施

和

策の内容 高齢者福祉施

３

設の充実

目
　
　
　
的

　

年

施設の不具合箇所を改

度

修・補修することに

主

評

た
る
内
容

〇浴場改修工

価

事
より、利用者が安全

）

、快適に利用できる環

刈

境
を維持する。

位
置
づ

谷

け

関連計画

根拠法令

対

市

象者 事業期間 ～

実施方

事

法 □直営　□委託　□

務

指定管理　□補助・助

事

成　□その他

業評価シート （様

Ｂ
　

式

事
　
業
　
実
　
績

元年度

１

実績 ２年度実績 ３年度

）

実績 ４年度計画

・空調

会

機取替工事 無線チャイ

計

ム設置工事 浴室改修に

名

係る設計委託 浴場改修

担

工事
・浴場ろ過装置修

当

繕
・消火栓ホース取替

部

修繕

　施設、設備の不

福

具合箇所を改修するこ

祉

とにより、利用者が安

健

全かつ快適に利用でき

康

る環境を整備すること

部

ができた。

成果

　施設

一

の老朽化により、修繕

般

の必要な箇所が増えて

会

きている。

課題

指標名

計

称（単位）
実績値 目標

ぬ

値

元年度 ２年度 ３年度

く

４年度 ６年度

活動
指標

も

活動
指標

他市との
比較

り

検証

プラザ改修事業
担

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

当

　
ス
　
ト

単位：千円
元

課

年度 ２年度 ３年度 ４年

長

度 ３年度

（決算） （決

寿

算） （決算） （予算）

課

事業費内訳

事業費　①

款

1,341 100 2,

項

310 0 合計 2,31

目

0,000 円
委託料

担

2,310,000 

当

円

財
　
源

特定財源 0 0

係

0 0

一般財源 1,34

管

1 100 2,310 0

理

職員人件費　② 0 14

係

9 151 758

総事業

3

費（①＋②） 1,34

1

1 249 2,461 7

7

58

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年



Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安全

基本施

令

策 高齢者福祉
施策体系

和

施策の内容 高齢者福祉

３

施設の充実

目
　
　
　
的

年

　施設の不具合箇所を

度

改修することにより、

評

主
た
る
内
容

〇高圧受変

価

電設備改修工事
利用者

）

が安全かつ快適に利用

刈

できる環境を維
持する

谷

。

位
置
づ
け

関連計画

根

市

拠法令

対象者 事業期間

事

～

実施方法 □直営　□

務

委託　□指定管理　□

事

補助・助成　□その他

業評価シート （様式

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

１

績

元年度実績 ２年度実

）

績 ３年度実績 ４年度計

会

画

　 駐車場改修工事 駐

計

車場出入口改修工事 高

名

圧受変電設備改修工事

担

　
　
　
　　　――――

当

―――

　施設の不具合

部

箇所を改修することに

福

より、利用者が安全か

祉

つ快適に利用できる環

健

境を整備することがで

康

きた。

成果

課題

指標名

部

称（単位）
実績値 目標

一

値

元年度 ２年度 ３年度

般

４年度 ６年度

活動
指標

会

活動
指標

他市との
比較

計

検証

生きがいセンター

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

改

　
ス
　
ト

単位：千円
元

修

年度 ２年度 ３年度 ４年

事

度 ３年度

（決算） （決

業

算） （決算） （予算）

担

事業費内訳

事業費　①

当

0 600 1,362 9

課

,560 合計 1,36

長

1,800 円
需用費

寿

470,800 円

財

課

　
源

特定財源 0 0 0 9

款

,560 工事請負費 8

項

91,000 円

一般

目

財源 0 600 1,36

担

2 0

職員人件費　② 0

当

149 151 758

総

係

事業費（①＋②） 0 7

管

49 1,513 10,

理

318

建
設
事
業

全体事

係

業費（単位：千円） 0

3

３年度特定財源名称

３

1

年度までの累積事業費

7

0

５年度以降の事業費見込 0



100 ―
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 8,845 9,572 123,736 133,070 合計 123,735,600 円
需用費 5,673,800 円

財
　
源

特定財源 0 0 58,000 63,000 工事請負費 118,061,800 円

一般財源 8,845 9,572 65,736 70,070

職員人件費　② 308 149 151 758

総事業費（①＋②） 9,153 9,721 123,887 133,828

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 公共施設維持保全基金繰入金

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安全

基本施

令

策 高齢者福祉
施策体系

和

施策の内容 高齢者福祉

３

施設の充実

目
　
　
　
的

年

  施設の不具合箇所

度

を改修・補修すること

評

に

主
た
る
内
容

〇修繕
よ

価

り、利用者が安全、快

）

適に利用できる環境 　

刈

天井扇取替修繕
を維持

谷

する。 　自動制御器等

市

取替修繕
〇工事
　空調

事

設備改修工事
　エレベ

務

ーター改修工事

位
置
づ

事

け

関連計画 刈谷市介護

業

保険事業計画・刈谷市

評

高齢者福祉計画

根拠法

価

令 刈谷市ふれあいの里

シ

条例、刈谷市ふれあい

ー

の里条例施行規則

対象

ト

者 60歳以上の高齢者

（

事業期間 平成２８年度

様

～

実施方法 ■直営　□

式

委託　□指定管理　□

１

補助・助成　□その他

）

会計名 担当部 福祉

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

健

績

元年度実績 ２年度実

康

績 ３年度実績 ４年度計

部

画

【修繕】 【修繕】 【

一

修繕】 【修繕】
水質コ

般

ントローラー修繕 真空

会

式温水器部品取替修繕

計

他 天井扇取替修繕 自家

高

発電設備修繕
冷温水一

齢

次ポンプ修繕 【工事】

者

自動制御器等取替修繕

交

老人浴槽用設備修繕
天

流

井扇取替修繕 空調設備

プ

取替工事 【工事】 西側

ラ

ロータリー歩道修繕
排

ザ

水ポンプ取替修繕 監視

改

カメラ設置工事 空調設

修

備改修工事 【工事】
【

事

工事】 自転車置場補修

業

工事 エレベーター改修

担

工事 屋上改修工事
東側

当

駐車場改修工事 空調設

課

備改修工事
事務室エア

長

コン設置工事

  施設

寿

・設備の不具合箇所を

課

改修することにより、

款

利用者が安全かつ快適

項

に利用できる環境を整

目

備することができた。

担

成果

　施設の老朽化に

当

より、修繕の必要な箇

係

所が増えてきている。

管

課題

指標名称（単位）

理

実績値 目標値

元年度 ２

係

年度 ３年度 ４年度 ６年

3

度

成果 修繕等箇所数（

1

か所） 4 6 6 5 ―
指標

7

成果 修繕等進捗率（％） 100 100 100



定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 1,293 0

職員人件費　② 0 0 151 0

総事業費（①＋②） 0 0 1,444 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

４

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

令

高齢者福祉
施策体系

施

和

策の内容 高齢者福祉施

３

設の充実

目
　
　
　
的

　

年

施設の不具合箇所を補

度

修することにより、

主

評

た
る
内
容

○浴場ろ過装

価

置水質コントローラ―

）

取替修繕
利用者が安全

刈

、快適に利用できる環

谷

境を維持
する。

位
置
づ

市

け

関連計画 刈谷市介護

事

保険事業計画・刈谷市

務

高齢者福祉計画

根拠法

事

令 刈谷市南部福祉セン

業

ター条例、ぬくもりプ

評

ラザ処務規則

対象者 施

価

設利用者 事業期間 ～

実

シ

施方法 ■直営　□委託

ー

　□指定管理　□補助

ト

・助成　□その他

（様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

元

当

年度実績 ２年度実績 ３

部

年度実績 ４年度計画

　

福

　 ・浴場ろ過装置水質

祉

コントロ 　
　 　 　ーラ

健

―取替修繕 　
　 　 　
　

康

　 　
　　　―――――

部

―― 　　　―――――

一

―― 　　　―――――

般

――

　施設・設備の不

会

具合箇所を補修するこ

計

とにより、利用者が安

ぬ

全かつ快適に利用でき

く

る環境を維持すること

も

ができた。

成果

　施設

り

の老朽化により、修繕

プ

の必要な箇所が増えて

ラ

きている。

課題

指標名

ザ

称（単位）
実績値 目標

補

値

元年度 ２年度 ３年度

修

４年度 ６年度

活動 修繕

事

等箇所数（か所） ― ―

業

1 ― ―
指標
活動 修繕等

担

進捗率（％） ― ― 10

当

0 ― ―
指標

他市との
比

課

較検証

長寿課

款 項 目 担当

Ｃ
　
事
　
業
　

係

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

管

元年度 ２年度 ３年度 ４

理

年度 ３年度

（決算） （

係

決算） （決算） （予算

3

） 事業費内訳

事業費　

1

① 0 0 1,293 0 合

7

計 1,292,500 円
需用費 1,292,500 円

財
　
源

特


